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１．当初予算規模

２．一般会計当初予算

３．一般会計当初予算のポイント

（１）駒ヶ根市第５次総合計画の３年目、重点プロジェクトや主要施策へ集中配分

（２）令和５年度補正予算と一体的な推進

（３）ＤＸ戦略の具体化

（４）行財政改革プラン２０２２に基づく財政健全化の推進

４．歳入歳出のポイント

（１）歳入

　①市税は増加、地方交付税は減少、主要一般財源総額は前年度当初比で△2.0％、２億円減

　②国の財源不足を補うため臨時財政対策債を前年度当初比で７千万円減の２千万円計上

　③ふるさと寄附を積極的に活用、６億８千万円を充当

（２）歳出

　①第５次総合計画の６つの重点プロジェクトやこまがねＤＸ戦略を推進する事業へ重点化

　②建設事業は、身近なインフラの整備、豪雨で課題となっている雨水排水対策の調査、

　　公共施設の長寿命化、国スポ開催に伴う会場等の整備、新病院周辺整備事業を実施

令和６年度当初予算の概要

まだ見たことがない駒ヶ根市の扉をひらく予算

会計名
当初予算額 増減額

③ = ① - ②
増減率
（％）令和６年度　① 令和５年度　②

合計 ２６９億１,７４９万円 ２５７億８,３０２万円 ＋１１億３,４４７万円 ＋４.４％

一般会計 １６３億円 １４７億５,７００万円 ＋１５億４,３００万円 ＋１０.５％

特別・企業会計 １０６億１,７４９万円 １１０億２,６０２万円 △４億８５３万円 △３.７％

子育て全力応援第２期スタート、共生社会や竜東振興拠点整備、カーボンニュートラルの具体化

R6当初 　163億円

R5補正

 ①道路・橋梁等 1億8,866万円

 ②公園長寿命化 5,150万円

 ③自然公園整備 350万円

R6予算＋R5補正予算前倒し一体予算

主要幹線道路整備、公園遊具更新等整備、登山道の整備　外

デジタル技術による行政手続きや地域課題に対応したサービスの創出

 ④ため池耐震評価、小学校整備 4,300万円

　2億8,666万円

一体予算 　165億8,666万円（R5:151億377万円）
120
125
130
135
140
145
150
155
160
165
170

H16 H20 H24 H28 R2 R6

R6

(億円)
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５．主要事業

（１）６重点プロジェクト事業・ＤＸ事業の概要

◎ 地域子育て交流拠点施設整備事業 あゆみ館改修の実施設計

◎ マイホーム取得支援事業 子育て世帯のマイホーム取得を支援

○ 地域子どもの未来応援事業 子どもの育ちを応援する団体の支援

○ 重層的支援体制整備事業 制度の垣根をこえた支援体制づくり

◎ ヤングケアラー相談システム導入

◎ 優良建築物等整備事業 市街地の優良建築物の整備を支援

◎ 私立保育園運営・補助事業（J’ｓ保育園）

○ 竜東振興拠点施設基本設計

○ シルクミュージアム運営事業 新たにカイコプロジェクトがスタート

◎ 観光パンフレット・プロモーション動画作成

◇ 駒ヶ根キャンプセンターリノベーション事業 実施設計

◎ 電気自動車購入 公用車

◎ 公共施設再生可能エネルギー設置実施設計

◎ 社会体育館照明器具LED化事業

◎ 公共施設予約システム連携スマートロック導入

◇ ＤＸ推進リーダー職員育成研修

◎ 財務・人事システム更新

◎ 市民デジタルスキル向上支援 収入につながるスキルの習得を目指す

○ スマート農業導入支援事業 省力化機器等の導入支援外

◇ 学校ICT化推進事業 教育現場のデジタル化外

３６０万円

１０万円

　共生社会づくり 5 １億５,４９９万円

　様々な垣根をこえて多様な主体がつながることで、豊かに暮らし続けられる地域社会を目指す

　少子化対策・子育て支援（子育て全力応援） 23 １億４,７６１万円

　進行する少子化に対し「子育て全力応援」を宣言、R６年度から第２期がスタート

５６０万円

３，０００万円

（◎：新規、○：拡充、◇：継続）

重点プロジェクト 主な事業数 予算額

４,１６０万円

　竜東振興 6 １億８,１７３万円

　新川岸地区の交流拠点整備、高原や中心市街地との有機的な繋がり、市全体の賑わい・活性化

６７５万円

１億４,７１３万円

　生涯活躍のまちづくりを軸とした中心市街地(まちなか)再構築 12 １億４,７４３万円

　まちなかの魅力を高め、人が集う中心市街地をつくる

６,６００万円

１,０００万円

　カーボンニュートラル推進 11 ６,８４９万円

　カーボンニュートラルな社会実現に向け多様な施策に取り組む

４,３５２万円

　地域資源を活かした観光地域づくり 10 ５,８４７万円

　地域資源・ICT活用、人々を引き付ける魅力的な観光地域づくり

２０２万円

　行政ＤＸ 11 １億６,７９４万円

　デジタル化技術により市民サービスの向上、市内部業務の高度化・効率化を図る

２０５万円

５００万円

２７０万円

３８０万円

合計 67 ７億５,８７２万円

こまがねDX戦略 主な事業数 予算額

１,２００万円

９０７万円

　地域ＤＸ 9 ９,１０９万円

　暮らしやすい地域を構築するため、市民や事業者と協力してデジタル技術によるサービス創出

２００万円

４００万円

７,５５５万円

合計 20 ２億５,９０３万円
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①　ひとづくり

【拡充】 産後ケア事業

【拡充】 児童手当支給

【拡充】 特色ある学校づくり補助

【新規】 総合文化センター屋根・外壁改修

【拡充】 国民スポーツ大会競技施設整備（ホッケー会場）

【新規】 地元農産物配送業務委託

【新規】 自治組織在り方検討

②　健康づくり・支え合いの地域づくり

【拡充】 重層的支援体制整備事業（多機関協働事業外）

【新規】 介護資格取得・就労支援事業（介護特会）

【新規】 介護人材確保・育成支援事業（介護特会）

【新規】 地域健康づくり活動事業交付金

③　ひとの流れづくり

【新規】 観光パンフレット・プロモーション動画作成

【拡充】 中央アルプス魅力体感事業 （市制施行70周年記念事業含）

【拡充】 移住マッチングサービス事業

【新規】 物価高騰対策・マイホーム取得支援事業

【拡充】 高校と連携した人材育成事業（ウミガメプロジェクト）

④　しごと・ものづくり

【新規】 緊急浚渫推進事業負担金（駒ヶ池）

【新規】 カイコプロジェクト

【新規】 求人活動強化支援事業

【新規】 遠距離通勤人材確保支援事業

【新規】 地域の稼ぐ力強化・発信事業

⑤　安心・快適なまちづくり

【新規】 公共施設再生可能エネルギー設置実施設計

【新規】 公園施設長寿命化計画策定（２期目）

【拡充】 身近なインフラ整備の推進（道路・橋梁）

【新規】 新病院周辺整備事業

【新規】 雨水排水対策調査

【新規】 防災行政無線システム改修

【新規】 防災広場整備事業

６．財政健全化の取り組み

（１）市債残高3.2億円減少、新規市債発行額は普通債増額により12.6億円

（２）財政調整用3基金残高4億円減（ふるさと寄附積立3億円、ふるさとづくり基金繰入7.1億円）

５億５,２２６万円

１,８３８万円

５６万円

１４０万円

６０万円

２８５万円

（２）主な新規・拡充事業　（第５次総合計画基本構想体系分類）

４億６,３２１万円

９,３７７万円

２,９７３万円

１,７００万円

８億８,６２３万円 （R5補正含）

４８万円

１,５２１万円

３,０００万円

４,０００万円

５３万円

４００万円

８００万円

３８０万円

２０２万円

２１０万円

１１７万円

１５０万円

１００万円

２,０００万円

１９２万円

５００万円

５８２万円
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７．歳入

８．歳出

（億円）

（億円）

⑥その他

ふるさと寄附金 6億円 （＋2億円 ＋50.0％）

ふるさとづくり基金繰入 7億1,081万円

（＋2億220万円＋39.8％）

⑤市債 12億6,260万円 （＋7億1,000万円 ＋128.5％）

うち普通債 12億4,190万円 （+7億8,050万円 +169.2％）

うち臨財債 2,070万円 （△7,050万円 △77.3％）

④国・県支出金 26億7,315万円

（＋4億6,758万円 ＋21.2％）

※主要一般財源総額 （臨財債・繰越金含む実質）
99億4,899万円 （△1億9,906万円 △2.0％）

③地方交付税
37億2,000万円 （△1億4,300万円 △3.7％）

②地方消費税交付金
8億4,500万円 （△6,700万円 △7.3％）

①市税 47億6,780万円 （＋7,975万円 ＋1.7％）

⑦その他

物件費 24億108万円 （＋9,594万円 ＋4.2％）

積立金 3億1,260万円 （△1億1,255万円 △26.5％）

⑥建設事業 18億2,729万円
（＋9億5,104万円 ＋108.5％）

⑤繰出金 8億2,482万円 （＋577万円＋0.7％）

④補助費等 36億3,663万円 （＋2億1,663万円 ＋6.3％）

※①～③義務的経費 68億4,960万円
（＋3億6,175万円 ＋5.6％）

③公債費 16億3,614万円 （△7,258万円 △4.2％）

②扶助費 23億2,848万円 （＋2億848万円＋9.8％）

①人件費 28億8,498万円 （＋2億2,585万円 ＋8.5％）

（各年度当初予算）

（各年度当初予算）

市税

譲与･交付金

地方交付税

国・県

市債

その他

人件費

扶助費

公債費

補助費等

繰出金

建設事業

その他
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※令和４年度までは実績値、令和５年度は予測値

143.3 102.2 83.8168.7 191.8 197.9 197.2 179.5

2 3 4

15.2 14.6 14.2 13.8 13.3 12.7 12.2 11.3 11.6

27 28 29 30 R1H26

179.2

年度

実質公債費比率

将来負担比率

5

12.1

82.1

（単位：％）
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①市債残高見込み
R６末 173億900万円
R５末見込比 △3億2,300万円
うち普通債 2億8,300万円
うち三セク債 △7,700万円
うち臨財債 △5億2,900万円

②元利償還金見込み
R６ 16億3,571万円
R５見込比 △7,258万円

普通債残高

臨時財政対策債残高

元利償還金 元利償還金（億円）

９．市債残高・償還額
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その他特定目的基金

１０．一般会計基金残高の推移

残高（億円）

三セク債残高

財政調整基金

ふるさとづくり基金

①財政調整基金残高見込み
R６末 17億5,198万円
R５末見込比 ＋34万円

②ふるさとづくり基金残高見込み
R６末 14億4,434万円
R５末見込比 △4億1,042万円

③減債基金見込み
R６末 2億1,421万円
R５末見込比 ＋551万円

④その他特定目的基金見込み

R６末 7億3,508万円

R５末見込比 △289万円

基金残高見込み
R６末 41億4,561万円
R５末見込比 △4億746万円

残高（億円）

１１．健全化判断比率の推移

減債基金
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第１ 一般会計当初予算の概要 
 

１ 予算規模及び全体概要 

 

令和６年度一般会計当初予算は１６３億円で、前年度当初予算と比較して１５億４，３００万

円、１０．５％と大幅に増加し、当初予算としては過去最大の規模となりました。総合文化セ

ンターの長寿命化や道路橋梁など身近なインフラへの不可欠な投資に加え、物価高騰に

伴う人件費や物件費、社会保障関係費の増額などが大きな要因です。 

駒ヶ根市第５次総合計画（以下、「５次総」という。）が折り返しの３年目を迎える令和６年度

は、「誰もが自由闊達にいきいきと活躍する広場のようなまち」の具現化が求められる重要な

年です。相次ぐ自然災害やコロナ禍で顕在化した諸課題への迅速な対応も必要です。本

予算は、このような時代を過ごす一人ひとりの方に寄り添うことを念頭に編成しました。 

歳出予算では、５次総の重点プロジェクトであり、第２期を迎える子育て全力応援事業を

充実させ、出生数低下の軽減を目指します。ふるさとの丘あゆみ館を、地域の子育て交流

拠点施設とする改修事業に着手するほか、子育て世代のマイホーム取得を支援します。中

心市街地では新保育園の開園や新たな施設の構想など、民間主導の再構築が進んでいま

す。駒ヶ根高原の観光地や竜東でも企業や住民主体の振興へ向けた取組が盛り上がりを

見せています。この思いが花開くよう、拠点施設の整備や支援を進めます。 

地域社会においては、互いに支え合う共生社会づくりの柱となる重層的支援体制整備事

業が本格スタートします。同時に、担い手不足や住民意識の変化などに直面する自治会の

在り方の検討を進めます。教育現場では、医療的ケア児の受け入れや教育相談の体制を

拡充します。急激に進む温暖化に対しては、電気自動車の導入や照明の LED 化を急ぐな

ど、カーボンニュートラル社会の実現に向けた取組を推進するとともに、豪雨対策として雨

水排水調査を行います。また、こまがねＤＸ戦略に基づき、行政手続きをはじめとする市民

サービスの向上や市内部業務の高度化・効率化に取り組みます。 

歳入予算では、給与所得の上昇を踏まえ、市税は前年度当初比７，９００万円の増額とす

る一方、地方交付税は前年度比１億４，３００万円の減額、国の財源不足を補うために発行

する臨時財政対策債も７千万円以上の減額になると見込んでいます。市税や地方交付税、

地方譲与税などを含む主要一般財源総額は９９億４，８９９万円で、前年度当初比で１億９，

９０６万円、２．０％の減少としました。 

財政健全化は、令和４年度からスタートした行財政改革プラン２０２２に基づき進めます。

市債については、本予算で新たに１２億６，２６０万円（補正予算分含め１３億８，６９０万円）

を借り入れるものの、令和６年度末残高は前年度末見込比で、約３億２千万円減少する見

込みです。基金残高は、一般会計に属する１７基金の令和６年度末残高見込額は４１億４，
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５６１万円で、前年度末見込比４億７４６万円の減額となる見込みです。これは、ふるさとづく

り基金に積み立てたふるさと寄附を積極的に活用し、６億８，０００万円（前年比１億８，０００

万円増）を繰入れるためです。一方で、基金に依存しない収支規模への取り組みが引き続

きの課題です。 

 

 

 

２ 歳入予算の要点 

 

（１） 市税 

市税のうち個人市民税は、コロナ禍においても堅調に推移し、令和５年度決算では令和

４年度決算額をやや上回る水準を確保する見込みです。本予算では昨今の給与所得の全

国的な上昇を鑑みて、前年度決算見込み比０．４％増加の１７億６８０万円（前年度当初比２．

１％増加）を計上しました。 

法人市民税は、コロナ禍からの回復に一服感が見られ、令和５年度決算見込みは４億円を

超えた令和４年度を大幅に下回る見通しです。本予算では主要法人の景気や設備投資等の

動向を踏まえて、前年度決算見込みに対し２．２％減少の３億２，１８０万円（前年度当初比５．

４％減少）を計上しました。 

固定資産税のうち土地は地価の下落が続いており令和５年度決算見込比１．４％の減少、

家屋は住宅や企業等の新築（戸）数の状況と評価替を見込み同比２．５％減少、償却資産は

主要企業の設備投資の伸びを見込み同比０．９％増加です。固定資産税全体では前年度決

算見込みに対し１．３％減少の２２億３，７１５万円（前年度当初比１．６％増加）を計上しました。 

その他の税目も含めた市税総額は、４７億６，７８０万円で前年度当初比７，９７５万円、１．７％

増加すると見込みました。 

 

（２） 地方交付税 

令和６年度地方財政計画では、地方全体の財政規模を１．７％の増加と見込んでいます。

政府の定額減税の影響で、地方税収総額は０．３％減少の見込みですが、減収分は地方特

例交付金で全額国費により補填されます。地方交付税は１．７％増加する一方で、臨時財政

対策債は５４．３％の減少となり、地方一般財源の総額は１．０％の増加となっています。 

こうした国の動きや市の状況を考慮し、本予算では臨時財政対策債を含む実質的な普通

交付税は３３億１，０７０万円、そのうち臨時財政対策債を２，０７０万円、普通交付税を３２億９，

０００万円と見込んでいます。また、特別交付税を４億３，０００万円とし、臨時財政対策債を除

く地方交付税の総額を３７億２，０００万円計上しています。前年度当初比では１億４，３００万

円、３．７％減少する見込みです。 
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市税、地方譲与税、交付金、地方交付税及び臨時財政対策債の合計額に繰越金を加え

た主要一般財源の総額は９９億４，８９９万円で、前年度当初比で１億９，９０６万円、２．０％の

減少となりました。 

 

（３） 国・県支出金 

国庫支出金は、交通安全対策や優良建築物等整備等にかかる事業分を計上しました。また、

子ども・子育て支援事業交付金、生活困窮者自立支援事業国庫負担金等が減額となりますが、

これは重層的支援体制整備事業の本格スタートに伴い、関連する事業の国庫負担分が重層的

支援体制整備事業交付金として新たに交付されるためです。このほか、障害者介護・訓練給付

費（国）、デジタル基盤改革支援補助金などの増額により、前年度当初比３億４，０７１万円、２４．

９％増加の１７億１，０７４万円を計上しました。 

県支出金は、障害者介護・訓練給付費（県）や乳幼児医療費補助金が増加する一方、県議

会議員選挙費などが減額となります。また、国庫支出金と同様、重層的支援体制整備事業の県

負担分が新規で交付されます。全体では前年度当初比１億２，６８８万円、１５．２％増加の９億６，

２４１万円を計上しました。 

 

（４） 繰入金 

基金繰入金のうちふるさとづくり基金繰入金は、前年度当初比２億２２０万円増加の７億１，

０８１万円とし、寄附者の希望や目的に沿った事業へ充当し積極的に活用します。 

 

（５） 市債 

市債は、１２億６，２６０万円で前年度当初比７億１，０００万円、１２８．５％と大幅に増加しま

した。内訳を見てみると、普通債は前年度当初比で７億８，２００万円増加、臨時財政対策債

は７，０５０万円減少しています。歳入総額に占める構成比（市債依存度）は、７．８％で前年

度当初比４．１％増加しました。 

（※ 令和５年度補正分として１億２，４９０万円を計上し、道路舗装や交通安全施設整備、 

橋梁長寿命化、公園長寿命化などに取り組みます。） 

 

（６） その他 

財産収入は、４，１６８万円で前年度比５４万円減少としました。 

寄附金は、ふるさと寄附金について前年度比２億円増の６億円を計上しました。 
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３ 歳出予算の要点 

 

（１） 目的別 （款別） 

総務費は、ふるさとづくり基金積立、市長選挙、市議会議員選挙などの経費が減少した一

方で、ふるさと寄附取扱業務に係る経費や職員等退職手当、庁舎や支所の LED化に係る事

業費などが増加し、前年度当初比で１．９％増加の２１億４，２７１万円となりました。 

民生費は、旧福祉センター解体工事費や養護老人ホームへの措置にかかる扶助費が減

少した一方、障がい者の介護・訓練給付費や子ども医療費、生活保護費等の扶助費、新た

な私立保育園への運営補助などが増加したことにより、前年度当初比で５．９％増加の４７億

２，２１４万円となりました。 

衛生費は、上伊那広域連合ごみ処理施設の運営費や公債費が増加した一方で、上赤須

廃棄物置場跡地整備や昭和伊南総合病院負担金などが減少し、前年度当初比３．７％減の

１５億１，５９２万円となりました。 

農林水産業費は、竜東振興土地改良基盤整備や駒ヶ池の緊急浚渫推進事業補助、林道

古城線の改良など、新規拡充事業に係る経費が増額となるため、前年度当初比で２８．０％

増の９億９，９６８万円となりました。 

商工費は、中小企業振興資金預託金や物価高騰対策としての子育て＆マイホーム取得

支援事業などが増額となった一方、企業への特定地域工場設置補助や高原の観光施設の

改修費などが減額となり、前年度当初比で３．２％減少の７億２，５８８万円となりました。 

土木費は、国の補正予算へ対応する補助事業を令和５年度補正予算へ前倒しで計上しま

したが、その規模は前年度を下回りました。令和６年度予算では、補助事業を活用しての光

前寺南線や新春日街道線等の整備、新たに始まる優良建築物等整備事業や新病院周辺整

備事業への費用を計上しているため、当初予算額は前年度当初と比べ３１．３％増額の１４億

６，２９２万円となりました。 

消防費は、防災行政無線のシステム改修事業、防火施設の更新、新たな防災広場の整備

などの事業費を計上したことにより、前年度当初より３０．０％の大幅増となる６億４，４５１万円

となりました。 

教育費は、総合文化センターの長寿命化に向けた屋根や壁の改修や国民スポーツ大会

のホッケー会場の実施設計、社会体育館の照明器具LED化と床の改修、下平サイクリングロ

ードの原状復帰などの事業費を計上したため、前年度当初比で４２．４％と大幅に増え、２２

億７，４４０万円となりました。 

公債費は、市債元金償還が減少するため、４．２％減少の１６億３，６１４万円となりました。 

諸支出金は、用地取得事業会計への繰出分として、５００万円を計上しました。 
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（２） 性質別 

人件費は２８億８，４９８万円で、前年度当初比で２億２，５８５万円、８．５％増加しました。退

職手当を除く正規職員人件費は１７億４，９８９万円で、前年度当初比で４，７４６万円増加、職

員退職手当は１億１，６５６万円で、前年度当初比で７，１１９万円増加しました。報酬は６億８，

５２９万円で、前年度当初比で３，２５３万円増加しました。会計年度任用職員の報酬改定や

教育現場での人員の増加などを反映しています。 

扶助費は２３億２，８４８万円で、前年度当初比で２億８４８万円、９．８％増加しました。障が

い者の介護・訓練給付費や子ども医療費、生活保護費や児童手当（令和６年１２月支給分か

ら対象者拡大）などの増加が主要因です。高齢化や障がい者へのサービスを提供する事業

所の増加、子育て世帯への支援拡充などを背景に、今後も扶助費は伸びていく見込みです。 

公債費は１６億３，６１４万円で、前年度当初比で７，２５８万円、４．２％減少しました。 

人件費、扶助費、公債費を合わせた義務的経費の総額は６８億４，９６０万円で、３億６，１７

５万円増加しました。 

物件費は２４億１０８万円で、前年度当初比で９，５９４万円、４．２％増加しました。公共施

設の燃料や光熱費の高騰は一段落しているものの、人件費アップ等により委託料が上昇し

ています。また、計画策定や各種設計に係る委託業務、ふるさと寄附取扱業務費の増加など

も物件費全体を押し上げる要因となっています。 

維持補修費は１億１，３２１万円で、９３万円、０．８％減少しました。 

補助費等は３６億３，６６３万円で、前年度当初比で２億１，６６３万円、６．３％増加しました。

優良建築物等整備事業や緊急浚渫推進事業など、新規の大型事業への補助金を計上した

ほか、上伊那広域連合ごみ処理施設運営費などの負担金が増加したことが要因です。一方

で、企業への特定地域工場設置補助、昭和伊南総合病院への負担金などは減少しました。 

普通建設事業費は１８億２，７２９万円で、前年度当初比で９億５，１０４万円、１０８．５％増

加しました。旧福祉センター解体工事や上赤須廃棄物置場跡地整備などの事業が終了した

一方、総合文化センターの長寿命化に伴う改修の大型工事を実施するほか、竜東振興土地

改良基盤整備、防災行政無線システム改修などを実施することが要因です。 

積立金は３億１，２６０万円で、前年度当初比で１億１，２５５万円、２６．５％減少しました。ふ

るさと寄附金は、前年度比１億円減の３億円を計上しています。寄附金の一部を返礼品等の

経費に充てたことによるものです。また、高原の観光施設整備のための基金を創設します。 

投資出資貸付金は３億１，４７７万円で、前年度当初比で２，５３４万円、８．８％増加しまし

た。中小企業振興資金預託金の増加が要因です。 

繰出金は８億２，４８２万円で、前年度当初比で５７７万円、０．７％の増加となりました。介護

保険特別会計繰出金が１，４６３万円減少した一方で、国民健康保険特別会計繰出金が１，６

１５万円、後期高齢者医療特別会計繰出金が１，０８５万円、それぞれ増加しました。  
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第２ 特別会計・企業会計予算の概要 
※増減は前年度当初比 

 

１ 用地取得事業特別会計予算 

１億６０２万円 （前年度当初比 ＋１，３００万円、＋１４．０％） 

土地開発基金の管理及び同基金を財源とした公共用地の先行取得に備える予算を計

上しました。基金への積み戻しは５００万円としました。 

 

２ 中沢財産区会計予算 

１１万円 （前年同額） 

南入官行造林及び上割大洞県行造林の管理に要する予算を計上しました。 

 

３ 介護保険特別会計予算 

３３億８，５１３万円 （前年度当初比 △８，０８７万円、△２．３％） 

歳入のうち介護保険料は７億３８６万円で７１１万円、１．０％増加、一般会計繰入金は５

億２，４０９万円で１，４６３万円、２．７％減少、基金繰入金は２，９２７万円で１，２６０万円減

少しました。 

歳出のうち保険給付費は３1 億１，９９３万円で１，６７０万円、０．５％減少しました。地域

支援事業費は、介護予防・生活支援サービス事業４，４１９万円、一般介護予防事業１，７

３６万円など、総額８，３７６万円で８，６４１万円、５０．１％減少となりました。重層的支援体

制整備事業の本格実施により、一般介護予防事業の一部や地域包括支援センター事業

が一般会計へ移行したことが減額要因で、市が実施する事業の内容に変更はありません。 

課題である介護人材の確保や育成に向け、介護人材確保・育成支援事業、介護資格

取得・就労支援事業に係る予算を新たに計上しました。 

 

４ 国民健康保険特別会計予算 

２７億４，０５７万円 （前年度当初比 △１億６０５万円、△３．７％） 

歳入のうち国民健康保険税は５億１，２４６万円で３，３７０万円、６．２％減少、一般会計

繰入金は１億９，７５４万円で１，６１５万円、８．９％増加、基金から１，９８１万円繰り入れて

財源不足を補うこととしました。 

歳出のうち保険給付費は１９億６，５９３万円で５，４８２万円、２．７％減少しました。 

保健事業費は、特定健康診査等事業に３，１２０万円、人間ドックやがん検診補助など
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の疾病予防事業に１，１４０万円を計上しました。 

 

５ 後期高齢者医療特別会計予算 

５億３，８２６万円 （前年度当初比 ＋７，３７９万円、＋１５．９％） 

歳入のうち後期高齢者医療保険料は４億３，２９３万円で６，２９４万円、１７．０％増加し

ました。一般会計繰入金は１億３１９万円で１，０８５万円、１１．７％増加しました。 

歳出のうち長野県後期高齢者医療広域連合への納付金は５億３，２９６万円で７，３８０

万円、１６．１％増加しました。 

 

６ 公設地方卸売市場特別会計予算 

０円 （前年度当初比 皆減） 

卸売市場は令和５年度をもって閉鎖となりました。 

 

７ 駒ヶ根高原別荘地特別会計予算 

２，１４９万円 （前年度当初比 ＋２９２万円、＋１５．７％） 

歳入のうち別荘地使用料は、１，１７０万円、新規契約者の施設負担金は１００万円とし

ました。 

歳出のうち別荘地整備事業費は、別荘地整備費及び公共下水道受益者負担金など総

額１，６９８万円を計上しました。 

 

８ 水道事業会計予算 

  １２億８，０００万円（前年度当初比△２億２３０万円、△１３．６％）  
※収益的支出と資本的支出の合計額 

収益的収支のうち総収益は、給水収益６億９，８２７万円など総額７億７，４０９万円（△１，

３３４万円、△１．７％）、総費用は、上伊那広域水道用水企業団からの受水費１億５，０５４

万円、減価償却費３億９１７万円、企業債利息等１，４２９万円など総額７億７，８０１万円

（＋２，００５万円、＋２．６％）を計上しました。 

資本的支出のうち建設改良費は、基幹管路耐震化事業や配水池等改良事業など２億

８，５８２万円（△２億２，５０８万円、△４４．１％）、企業債償還金は２億１，１１８万円(＋２７３

万円、＋１．３％）で、資本的支出総額５億２００万円（△２億２，２３５万円、△３０．７％）を

計上しました。 
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９ 公共下水道事業会計予算 

１５億７，７６８万円 （前年度当初比 △４，７３５万円、△２．９％）  

※収益的支出と資本的支出の合計額 

収益的収支のうち総収益は、下水道使用料４億３，９９４万円(＋２１２万円、＋０．５％）、

一般会計補助金２億６，８３５万円(△１，１３７万円、△４．１％）など総額９億５，２９８万円

（△７３３万円、△０．８％）、総費用は、処理場費１億９，３９４万円、減価償却費４億６，９５

６万円、企業債利息３，４４３万円など総額８億３，１８２万円（△２，７２１万円、△３．２％）を

計上しました。 

資本的支出のうち建設改良費は、浄化センター整備、機器更新など１億７，４７０万円、

企業債償還金は５億６，６７６万円(△８，６１７万円、△１３．２％）で、資本的支出総額７億４，

５８６万円（△２，０１５万円、△２．６％）を計上しました。 

 

１０ 農業集落排水事業会計予算 

９億６，８２４万円 （前年度当初比 △３３万円、△０．０％）  

※収益的支出と資本的支出の合計額 

収益的収支のうち総収益は、下水道使用料１億８，４９５万円(＋１４２万円、＋０．８％）、

一般会計補助金２億５，３４１万円(△３５５万円、△１．４％）など総額６億３，００１万円、総

費用は、処理場費２億１，４２４万円、減価償却費２億９，６２４万円、企業債利息２，３４６万

円など総額５億５，４２３万円（＋３７０万円、＋０．７％）を計上しました。 

資本的支出のうち建設改良費は、処理場機能診断調査業務などとして９５０万円、企業

債償還金は４億２５１万円(＋１９７万円、＋０．５％）で、資本的支出総額４億１，４０１万円

（△４０３万円、△１．０％）を計上しました。 
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第３ 財政見通し 
 

令和６年度当初予算は、前年度と同様に、令和５年度補正予算前倒し一体予算として編成し

ました。規模としては過去最大となり、これは人件費や扶助費などの義務的経費の増額に加え、

５次総を具現化し、“まだ見たことがない駒ヶ根市”をつくるため、様々な事業実施のための予算

を積極的に計上したことが大きな要因です。 

市財政の課題ですが、第一に、基金の繰入で収支を調整していることが挙げられます。特に

近年の予算編成では、ふるさと寄附金を原資としたふるさとづくり基金を取崩して一般会計の不

足分を穴埋めしています。本予算においてはふるさと寄附金活用分の６億８千万円を含め、こ

れまでで最大の７億１，０８１万円を同基金から繰り入れる予算となりました。市税や地方交付税

などの主要財源が横這いで推移していく状況を考えると、基金に大きく依存する状態を変えて

いかなければなりません。物価高騰や高齢化を背景に、人件費や扶助費等の財政需要の増加

は続くと見込まれます。寄附金に頼らず、収入に見合う規模に縮小する必要があります。 

課題の二点目としては、財政健全化の指標となる将来負担比率を低下させること、起債の残

高を減らし、基金を維持・増額することが挙げられます。これまでの行財政改革プランでも目標

に位置づけ取り組んできた結果、将来負担比率はここ数年で劇的に改善しました。その主な要

因は普通債の残高の減少と、基金の増額です。しかし本予算編成の結果、令和６年度末見込と

して、普通債が令和５年度末見込比２億８，３００万円の増、基金は４億円減少する見通しとなりま

した。今後、昭和伊南総合病院の建替えが本格的にスタートします。本予算では病院周辺

整備事業に関する予算も計上しました。建設償還金等の市負担額が財政へ与える影響は

大きなものとなります。積極的な投資により、起債が増え、基金が減るということは起こりうること

ではありますが、同時に、将来に過度な負担を残さない財政運営が必要といえます。 

基金については、ふるさと寄附の取り組みを促進し令和３年度以降毎年５億円以上の寄付を

いただき、ふるさとづくり基金へ積み立ててきました。令和５年度は過去最高となる７億円超の積

立てができる見通しです。また、高原の観光施設整備を目的とした基金も新たに創設しました。

緊急時の備えや公共施設の大規模更新など、大きな財政負担に対応できるよう、計画的な基金

の増額に取り組みます。 

令和４年度決算では、財政健全化判断比率や収支バランスが改善する結果となりました。

一方で、人件費や扶助費の上昇は今後も続くと予想されます。人口減少や少子化への対応

や対策、老朽化が進むインフラの整備なども大きな課題です。社会情勢の変化に柔軟に対

応し、５次総を推進しながら、行財政改革プラン２０２２に基づいた財政健全化へ取り組みを

継続していきます。 
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第４ 予算編成の背景 
 

１ 経済動向 
 

令和５年度の日本経済は、コロナ禍の３年間を乗り越え、改善しつつあります。３０年ぶりとなる

高水準の賃上げや企業の高い投資意欲など、経済の先行きには前向きな動きが見られており、

デフレから脱却できる千載一遇のチャンスを迎えているといえます。 

他方、賃金上昇は物価上昇に追いついておらず、個人消費は依然力強さを欠いています。こ

れを放置すれば再びデフレに戻るリスクがあり、また潜在成長率が０％台半ばの低い水準で推

移しているという課題もあります。こうした中、令和５年度の実質国内総生産（実質ＧＤＰ）成長率

は１．６％程度、名目国内総生産（名目ＧＤＰ）成長率は５．５％程度、消費者物価（総合）は３．

０％程度の上昇になると見込まれます。 

令和６年度については、総合経済対策の進捗に伴い、官民連携した賃上げを始めとする所得

環境の改善や企業の設備投資意欲の後押し等が相まって、民間需要主導の経済成長が実現す

ると期待されています。こうしたことから、令和６年度の実質ＧＤＰ成長率は１．３％程度、名目ＧＤ

Ｐ成長率は３．０％程度、消費者物価（総合）は２．５％程度の上昇率になると見込まれています。 

ただし、海外景気の下振れリスクや物価動向に関する不確実性、金融資本市場の変動等の影

響には十分注意する必要があります。（以上、「令和６年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（令

和５年１２月２１日閣議決定）」から抜粋） 

令和５年１１月の市内景気動向調査結果から、主に観光業でコロナ５類移行により動きが活発

になってきたとしている一方、全体としては物価高騰や人手不足の影響があると回答しています。

また、製造業では老朽化した機械設備の更新や新規事業開拓に向けた設備投資に加え、人手

不足対策のために省力化を進める動きがみられます。 

今後半年の見通しとして、「良くなる」と回答した企業２９．５％に対し、「悪くなる」と回答した企

業が１５．９％、「わからない」との回答は１８．２％でした。国内外の情勢や物価状況、半導体関連

部品やＥＶシフトなどの動向を注視していることが見受けられます。     （参考資料 Ｐ４７） 

 

２ 国の予算動向 
 

国の令和６年度予算案は、令和５年度補正予算と一体として編成され、足下の物価高に対応し

つつ、持続的で構造的な賃上げや、デフレからの完全脱却と民需主導の持続的な成長の実現

に向け、人への投資、ＧＸ、ＤＸ、半導体、ＡＩ等の分野での投資の促進、少子化対策・こども政策

の抜本強化を含む包摂社会の実現等による新しい資本主義の加速や、外交・安全保障環境の変

化への対応、防災・減災、国土強靭化等の国民の安全・安心の確保等、メリハリの効いた予算編

成となっています。 
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予算規模は１１２兆５，７１７億円で、前年度当初比１兆８，０９５億円、１．６％の減少となりました。

税収は６９兆６，０８０億円で、前年度当初比で１，６８０億円、０．２％の増加を見込んでいます。一

方で、公債金は３５兆４，４９０億円で、前年度当初比で１，７４０億円、０．５％の減額となっていま

す。歳出のうち社会保障関係費は３７兆７，１９３億円で、前年度当初比で８，５０６億円、２．３％の

増加となっています。地方交付税交付金等は１７億７，８６３億円で、前年度当初比で１兆３，８７１

億円、８．５％の増額となりました。国債費は２７兆９０億円で、前年度当初比で１兆７，５８７億円、

７．０％の増加となっています。公債依存度は３１．５％で前年度比０．４％上昇しました。 

（参考資料 Ｐ４７） 

 

３ 地方財政計画 
 

令和６年度の地方財政計画の規模は９３兆６，５００億円で、前年度当初比で１兆６，１０

０億円、１．７％の増加となりました。一般財源総額は６５兆６，９８０億円で、前年度当初比

で１．０％の増加、交付税不交付団体を除くと６２兆７，１８０億円となり、０．９％の増加とな

りました。人件費や社会保障関係費の増加が見込まれる中、地方団体が住民のニーズに

的確に応えつつ、地域のデジタル化や脱炭素化など様々な行政課題に対し、安定的に

サービスを提供できるよう、地方交付税等の一般財源総額について前年度を上回る額を

確保した計画となっています。 

歳入のうち定額減税の影響を受ける地方税収は４２兆７，３３０億円で、前年度当初比

で１，４２１億円、０．３％の減少を見込む一方、補填財源となる地方特例交付金等は１兆

１，３２０億円、前年度当初比９，１５１億円、４２１．９％の大幅増となりました。地方譲与税

は２兆７，２９２億円で、前年度当初比で１，２９１億円、５．０％の増加と見込んでいます。

地方交付税は１８兆６，６７１億円で、前年度当初比で３，０６０億円、１．７％の増加となっ

ています。地方債のうち臨時財政対策債は４，５４４億円で、前年度当初比で５，４０２億円、

５４．３％の大幅な減少となりました。 

歳出のうち給与関係経費は２０兆２，３００億円で、前年度当初比で３，２４７億円、１．

６％の増加となりました。一般行政経費は４３兆６，９００億円で、前年度当初比１兆６，０５

９億円、３．８％の増加となり、社会保障費が多くを占める補助分が４．９％増加、単独分も

２．８％増加しました。デジタル田園都市国家構想事業費は前年度と同額の１兆２，５００

億円が計上されました。 

投資的経費は１１兆９，９００億円で、前年度当初比１６９億円の増加となりました。このう

ち新設のこども・子育て支援事業費に５００億円、脱炭素化推進事業費が前年度同額の１，

０００億円、それぞれ計上されました。     （参考資料 Ｐ４８） 
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　　第５　一般会計当初予算主要事業

1

2

3

4

5

6

※
　　 ＊「重点プロジェクト」は、計画期間内（５年間）に推進する事業のうち、
　　　  特に優先的、重点的、政策横断的に取り組むものです。

1  ひとづくり

1
2
3
4

 未来を担うひとづくりを進めます
 ともに学び、文化やスポーツに親しめるまちづくりを進めます
 協働のまちづくりを進めます
 人権を尊重し、互いに理解し合える地域づくりを進めます

2
 健康づくり・支え合い
 の地域づくり

1
2
3

 健康長寿を推進します
 安心の地域医療を確保します
 支え合う福祉のまちづくりを進めます

3  ひとの流れづくり
1
2

 訪れたくなる魅力的な観光地域づくりを進めます
 移り住みたくなる魅力に富んだまちづくりを進めます

4  しごと・ものづくり
1
2

 地域資源と新技術を活かした農林業を振興します
 にぎわいと活力ある商工業を振興します

5  安心・快適なまちづくり
1
2
3

 カーボンニュートラルに向けた取組を進めます
 ひとにやさしい安全・安心・快適な都市基盤整備を進めます
 災害に強く、安全に暮らせるまちづくりを進めます

※ 新たな時代への対応外
　行財政改革
　特徴的な事業
  市政施行70周年記念事業　外

カーボンニュートラル推進プロジェクト

ＤＸ戦略事業

竜東振興プロジェクト

地域資源を活かした観光地域づくりプロジェクト

１　第５次総合計画基本構想体系

基本目標 基本政策

　●基本理念　　愛と誇りと活力に満ちた駒ヶ根市の創造
　●将 来 像    誰もが自由闊達にいきいきと活躍する広場のようなまち

重点プロジェクト　外

少子化対策・子育て支援プロジェクト

共生社会づくりプロジェクト

生涯活躍のまちづくりを軸とした中心市街地（まちなか）再構築プロジェクト
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№
予算額
（千円）

147,613

結婚支援･出会いサポート事業 8,522

結婚新生活支援事業 7,000

新 地域子育て交流拠点施設整備事業 5,600

新 出産･子育て応援交付金事業 20,044

赤ちゃん育児ライフ応援事業 10,120

妊婦等支援タクシー券事業 702

地域定着奨学生支援事業 1,250

拡 地域子どもの未来応援事業 3,600

（総務部　企画振興課） 子育て参画促進事業 820

（産業部　商工観光課） 新 物価高騰対策マイホーム取得支援事業 30,000

すずらん公園噴水排水対策 1,300

こまっ子広場多目的トイレ設置外 21,000

（建設部　都市計画課） こまっ子広場園路チップ敷均し 1,000

拡 ファミリーサポート事業 3,949

きっずらんど、まぁるくなあれ♪事業 9,608

子育て支援アプリ 367

拡 いい育児の日関連イベント事業 900

ほほえみ支援事業（不妊治療費助成） 4,200

保育所等おむつ処分支援事業 3,386

（教育委員会　子ども課） 通学カバン贈呈事業 3,740

図書館運営事業（図書購入費全体） 8,800

読書活動推進事業
（ﾌﾞｯｸｽﾀｰﾄ、ｾｶﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ、ｻｰﾄﾞﾌﾞｯｸ）

1,355

（教育委員会 社会教育課） 子育て全力応援事業（アルプスドーム開放） 350

２　主要事業等一覧表

　　【重点プロジェクト】　　　　

プロジェクト名　（担当部署） 事業内容

1

少子化対策・子育て支援
プロジェクト

　少子化に歯止めがかからない危機的な状況を打開す
るため、地域と連携し、全市挙げての少子化対策に取り
組む。

主要事業から一部を抜粋し掲載
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№
予算額
（千円）

154,988

（民生部　福祉課）

（民生部　地域保健課） 重層的支援体制整備事業 147,131

（教育委員会　子ども課）

新 介護資格取得・就労支援事業（介護特会） 5,815

（民生部　地域保健課） 新 介護人材確保・育成支援事業（介護特会） 1,920

新 低所得妊婦初回受診費用補助 20

（教育委員会　子ども課） 新 ヤングケアラー相談システム導入 102

147,430

新しい人の流れづくり事業
（教育旅行、ワーケーション）

6,600

地域拠点を活用した高齢者の活躍の場づくり事業 2,500

拡
連携によるまちなか活性化事業

（えがおポイントデジタル化）
2,000

地域おこし協力隊(学びと交流) 5,200

拡 駒ヶ根大使村プロジェクト・駒ヶ根フォーラム 900

（総務部　企画振興課） 拡 居住誘導区域定住促進事業 858

こまがね健康ステーション（一般会計） 569

（民生部　地域保健課） こまがね健康ステーション（介護特会） 10,109

拡 市街地再生推進事業 4,907

（産業部　商工観光課） 地域おこし協力隊（中心市街地活性化） 6,187

（建設部　都市計画課） 新 優良建築物等整備事業 66,000

（教育委員会　子ども課） 新 私立保育所運営・補助事業（J's保育園） 41,600

181,734

6次産業化推進事業補助 1,000

拡 竜東振興拠点施設基本設計 6,750

拡 竜東土地改良基盤整備事業 114,500

拡 スマート農業推進事業 5,000

拡 シルクミュージアム運営事業 43,522

（産業部　農林課） 駒ヶ根ふるさとの家運営事業 10,962

拡

4

竜東振興プロジェクト
　新宮川岸地区に農業振興を踏まえた新たな交流拠点
を整備し、高原や中心市街地とつながることで市全体の
賑わいや活性化につなげる。

2

共生社会づくりプロジェクト
　少子高齢化、人口減少、核家族化の進展による諸課
題に対し、制度・分野の関係を超えて、豊かに暮らし続
けられる地域共生社会を目指す。

プロジェクト名　（担当部署） 事業内容

3

生涯活躍のまちを軸とした
中心市街地（まちなか）再構築

プロジェクト

　生涯活躍のまちづくりなどにより、まちなかの魅力を高
め、人が集う中心市街地をつくる。
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№
予算額
（千円）

58,470

（総務部　企画振興課） 公共交通サービス（山麓周遊バス） 3,000

新 観光パンフレット・プロモーション動画作成 2,020

駒ヶ根高原イベント事業 1,000

拡 中央アルプス魅力体感事業 2,100

駒ヶ根高原グランドデザイン具現化事業 2,000

観光中核拠点施設再整備基本調査 2,000

駒ヶ根キャンプセンターリノベーション実施設計 10,000

駒ヶ根高原温泉開発(株)補助金 20,200

観光施設改修（こまくさの湯外） 11,150

（産業部　商工観光課） 檜尾登山道改修、千畳敷遊歩道改修 5,000 （一部R5補正）

68,492

（総務部　総務課） 庁舎照明器具LED化事業 24,500

新 電気自動車購入 2,700

（総務部　中沢支所） 中沢支所照明器具LED化事業 5,446

（総務部　東伊那支所） 東伊那支所照明器具LED化事業 1,300

拡 えがおポイントエコ事業 800

（民生部　生活環境課） 資源循環推進事業 11,771

（民生部　生活環境課）
（教育委員会　子ども課）

新
公共施設再生可能エネルギー設置

実施設計
3,795

（産業部　農林課） 森林の里親促進事業 480

（建設部　建設課）
市単交通安全施設整備事業

（道路照明LED化）
5,000

新 農村交流広場照明器具LED化事業（実施設計） 700

（教育委員会 社会教育課） 新 社会体育館照明器具LED化事業 12,000

事業内容

6

カーボンニュートラル推進
プロジェクト

　温室効果ガスの排出により地球温暖化が進行し、世
界各地で自然災害等が発生している。カーボンニュート
ラルな社会実現に向け、様々な施策に取り組む。

5

地域資源を活かした
観光地域づくりプロジェクト

　地域資源のブラッシュアップや情報通信技術の活用
により、人々を引き付ける魅力的な観光地域づくりに取
り組む。

プロジェクト名　（担当部署）
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№
予算額
（千円）

167,942

（総務部　総務課） 新 行政チャンネルデータ放送実装 2,500

新
上伊那広域連合負担金

（情報システム標準化・共通化）
36,084

チャットグループウェアツール 2,809

新 財務・人事システム更新 9,074

新 ＡＩアシスタントbot導入（生成ＡＩ活用）事業 1,760

新 公共施設予約システム連携スマートロック導入 2,046

ＤＸ推進リーダー職員育成研修 5,000

（総務部　企画振興課） 新 ＤＸ推進支援業務委託 8,600

（総務部　財政課） 新 入札参加申請受付・審査システム導入 2,350

（総務部　危機管理課） 新 防災行政無線システム改修事業 93,777

（総務部　税務課） 和紙公図等補修･電子化事業 3,942

91,085

公共交通サービス　こまタク運行システム 1,100

（総務部　企画振興課） 新 市民デジタルスキル向上支援 2,000

（産業部　農林課） 拡 スマート農業導入支援補助 4,000

拡 テレワーク推進事業（テレワークオフィス運営） 4,802

拡 移住マッチングサービス事業 1,166

（産業部　商工観光課） 駒ヶ根高原グランドデザイン具現化事業 2,000

学校ICT化推進事業 75,548

新 ヤングケアラー相談システム導入 102 （再掲）

（教育委員会　子ども課） 子育て応援アプリ　こまっぷby母子モ 367

事業名　　（担当部署） 事業内容

7

行政ＤＸ
　デジタル技術による行政手続きをはじめとする市民
サービスの向上、市の内部業務の高度化・効率化を図
る。

8

地域ＤＸ
　地域課題解決や暮らしやすい地域を構築するため、
市民や事業者と協力してデジタル技術によるサービスを
創出する。

　　【ＤＸ戦略事業】　　　　 主要事業から一部を抜粋し掲載主要事業から一部を抜粋し掲載
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№
予算額
（千円）

5,853

【1-1-1】

ほほえみ支援事業（不妊治療費助成） 4,200 （再掲）

拡 産後ケア事業 603

新生児聴覚検査 1,000

多児妊婦健診追加補助 50

（教育委員会　子ども課） 新 低所得妊婦初回受診費用補助 20

31,049

【1-1-1】

子宮頸がん予防ワクチン個別接種
（キャッチアップ分含む）

30,779

（教育委員会　子ども課） 子宮頸がん予防ワクチン任意接種補助 270

35,314

【1-1-1】

（教育委員会　子ども課） 児童発達支援施設つくし園の運営 35,314

463,205

【1-1-1】

（民生部　市民課） 拡 児童手当扶助費 463,205

2,700

【1-1-2】

（教育委員会　子ども課） 策定業務委託 2,700

3,171

【1-1-2】

（教育委員会　子ども課） 人件費（アドバイザー外） 3,171

36,598

【1-1-2】

子ども交流センター４館、子どもクラブ２館運営 35,798

（教育委員会　子ども課） 新 赤穂東子ども交流センター空調設備設置 800

　　【基本目標１】　ひとづくり

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

9

　母子保健事業
　（不妊治療費助成外）

　妊娠期から子育て期までの健診、相談、訪問、指導事
業を行い、安心して子どもを産み育てることができるよう
に切れめない支援を行う。

13

　第３期子ども・子育て
　支援事業計画策定

　子ども・子育て支援法に基づく子ども・子育て支援事
業計画（第３期）を令和５年度～６年度で策定する。

10

　子宮頸がん予防ワクチン接種
　（予防接種事業）

　予防接種法に基づく子宮頸がん予防ワクチンの定期
接種及び任意接種を促進する。

11

　児童発達支援事業
　障がいや発達特性がある幼児や児童に対して療育訓
練により、日常生活の自立及び集団生活適応力、社会
力をつける。

12

　児童手当支給
　子どもの健やかな育ちを支援するため、１２月からは高
校生年代までの子どもに対象を拡大して児童手当を支
給する。

14

　幼児教育アドバイザー
　子育て支援、保育、幼保小連携を効果的に実施する
ため包括的にコーディネイトする人材を配置する。

15

　子ども交流センターの運営
　放課後児童の安全な居場所、健全な遊びの場を提供
する。

主要事業から一部を抜粋し掲載
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№
予算額
（千円）

394,458

【1-1-3】

幼稚園運営事業（２園） 34,693

保育所運営事業（８園） 359,765

（教育委員会　子ども課） 新 ※障がい児担当保育士増員

23,340

【1-1-3】

（教育委員会　子ども課） 病児・病後児保育（駒ヶ根・他市町村） 23,340

165,493

【1-1-5】

新 地元農産物配送業務委託 559

（教育委員会　子ども課） 駒ヶ根市給食財団補助金・負担金 164,934

75,548

【1-1-5】

大型提示装置 22,302

ＩＣＴ支援員派遣委託 12,674

（教育委員会　子ども課） その他保守等事業委託外 40,572

36,451

【1-1-5】

英語指導助手（ＡＬＴ４名） 15,915

（教育委員会　子ども課） 専科教員（中学校） 20,536

5,366

【1-1-5】

（教育委員会　子ども課） 看護師（小学校） 5,366

12,920

【1-1-5】

新 赤穂小学校電話交換機等更新 3,520

新 保健室空調設備更新 3,900

新 赤穂中学校耐力度調査 1,500

新 東中バスケットゴール更新 3,000

（教育委員会　子ども課） 新 赤穂東・東伊那小トイレ改修実施設計 1,000

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

16

　公立幼稚園・保育園の運営
　公立幼稚園・保育園の運営を通じて、子どもたちの健
やかな育ちを支援する。

17

　病児・病後児保育事業
　病気治療中または回復期にある子どもを一時的に預
かる病児・病後児保育を実施する。

（再掲）

20

　教科指導の強化
　学力向上や健やかな学校生活に向け、各種学習支援
に必要な職員を配置する。

22

　学校施設改修・設備更新 　学校の老朽化した施設改修及び設備の更新を行う。

18

　学校給食センター管理
　各学校への学校給食の提供のため、物資の調達、施
設管理、献立作成、衛生管理等を行う。

19

　学校ＩＣＴ化推進事業
　ＧＩＧＡスクール構想に基づき、学校ＩＣＴ環境の整備を
計画的に進め、効果的な運用を図る。

21

　病弱・身体虚弱児等の支援
　病弱・身体虚弱児等の学校生活を支援するための職
員を配置する。
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№
予算額
（千円）

3,858

【1-1-6】

学校支援ボランティア 1,170

拡 特色ある学校づくり補助 2,850

（教育委員会　子ども課） 部活動指導員 1,008

638

【1-2-2】

小鍛治古墳支障木伐採 297

新 郷土館パネル制作 341

500

【1-2-2】

枯損木及び支障木処理等委託 500

563,229

【1-2-3】

新 総合文化センター屋根・外壁改修 552,262

新 空調設備更新実施設計 10,967

8,000

【1-2-4】

駒ヶ根市負担金 8,000

2,062

【1-2-4】

新 アンバサダー交流事業外 2,062

18,381

【1-2-4】

拡 ホッケー場設計業務外 18,381

13,681

【1-3-1】

新 市民活動支援センター運営 12,681

（総務部　企画振興課） 協働のまちづくり支援補助 1,000

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

23

　学校支援ボランティア等
　地域との連携により、地域力を活用して子どもたちの
学力向上や部活動の支援を図る。

24

　文化財保存事業 　市文化財の保存、活用及び整備を行う。

（教育委員会　社会教育課）

27

　信州駒ヶ根ハーフマラソン
　大会

　第１１回大会を実施する。

（教育委員会　社会教育課）

29

　国民スポーツ大会
　競技施設基本設計

　国スポ大会の会場となる馬住ヶ原運動場の改修に向
けた実施設計を行う。

（教育委員会　社会教育課）

25

　十二天の森管理運営事業
　市街地域に残る平地林である十二天の森を市民の森
として整備し活用と保存を行う。

（教育委員会　社会教育課）

26

　総合文化センター改修事業
　文化センター施設の長寿命化に向けた大規模改修や
設計を行う。

（教育委員会　社会教育課）

28

　国民スポーツ大会
　運営事業

　国スポ大会のホッケー競技開催に向け、競技の普及
やスポーツの振興を図る。

（教育委員会　社会教育課）

30

　協働のまちづくり支援事業
　市民活動支援センターなどを通じて、市民参加と協働
のまちづくりを推進する。

24



№
予算額
（千円）

1,395

【1-3-2】

（総務部　総務課） 新 講師報償外 1,395

600

【1-3-2】

（総務部　総務課） 地域振興花火大会応援事業補助金 600

№
予算額
（千円）

41,045

【2-1-1】

（民生部　地域保健課） 健診等委託料 41,045

1,344

【2-1-1】

（民生部　地域保健課） 心理士相談、講演会等講師報償 1,344

1,208,308

【2-2-1】

介護保険特別会計繰出金 524,087

国民健康保険特別会計繰出金 197,540

（民生部） 後期高齢者医療特別会計繰出金・関連事業 486,681

218,100

【2-2-1】

子ども医療費 130,000

心身障がい者医療費 41,000

高齢心身障がい者医療費 34,000

（民生部　市民課） 母子父子医療費 13,100

576,125

【2-2-2】

（総務部　財政課） 昭和伊南総合病院負担金 576,125

32

　地域振興花火大会応援事業
　地域内の活動団体が地域活性化を目的に実施する
花火大会を支援する。

31

　自治組織の在り方検討
　自治組織の抱える課題を自治組織とともに研究し、課
題解決に向けた提言を行う。

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

34

　精神保健・自殺対策事業
　様々な悩みに気づき、寄り添うため、相談体制を強化
し、庁内及び関係機関との連携を図る。

35

　安心して受けられる医療・
　介護の確保

　いつでも安心して受けられる医療保険制度を確保す
るとともに、介護が必要になっても地域で安心して暮ら
せるように、保険制度を充実させる。

　　【基本目標２】　健康づくり・支え合いの地域づくり

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

33

　健康診査事業
　病気の早期発見・早期治療の推進、重症化を予防す
るため、各種健診を実施する。

36

　福祉医療制度
　子育て世帯や障がい者等の医療費による経済負担を
軽減するため、医療費を給付する。

37

　地域医療体制の充実
　地域医療の要である昭和伊南総合病院の経営を支援
する。

主要事業から一部を抜粋し掲載
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№
予算額
（千円）

31,204

【2-3-1】

拡 重層的支援体制整備事業（多機関協働事業外） 15,207 （一部再掲）

（民生部　福祉課） 生活支援体制整備事業 15,997

934,000

【2-3-2】

（民生部　福祉課） 介護・訓練給付費 934,000

25,271

【2-3-2】

日常生活用具給付 7,000

移動支援（外出支援） 15,000

訪問入浴サービス給付 2,261

（民生部　福祉課） タイムケア・地域生活支援事業 1,010

194,778

【2-3-3】

生活保護費 190,000

（民生部　福祉課） 就労準備支援事業 4,778

98,340

【2-3-3】

児童扶養手当 92,000

高等職業訓練促進事業 5,380

（民生部　福祉課） 高校等通学交通費助成 960

№
予算額
（千円）

5,000

【3-1-1】

檜尾登山道改修 3,500 （再掲）

（R5⇒R6繰越、国補正）

（産業部　商工観光課） 千畳敷遊歩道改修 1,500 （再掲）

42

　ひとり親家庭等の生活支援
　ひとり親家庭の生活安定のための支援、自立促進を
図り、児童の健全な成長を図る。

　　【基本目標３】　ひとの流れづくり

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

38

　包括的支援体制の整備
　複雑化した課題に対し、地域とともに分野を超え、当
事者中心の支援体制を整備する。

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

39

　障がい者福祉サービス事業
　障害者総合支援法に基づく福祉サービスを利用した
費用から利用者負担を控除した額を給付費として事業
所へ支給する。

40

　障がい者の地域生活支援
　（地域生活支援事業）

　創意工夫により地域の実情に即して障がい者の日常
の地域生活サービスを行う。

43

　中央アルプス保全活用事業
　（檜尾小屋・登山道整備等）

　中央アルプス国定公園化、安心安全で魅力ある山岳
観光地を形成するため、保全と活用を図りながら、地域
振興につなげる。

　生活困窮者の最低限度の生活を保障するとともに、自
立に向けた支援をする。

　生活困窮者の支援

41

主要事業から一部を抜粋し掲載
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№
予算額
（千円）

17,000

【3-1-1】

駒ヶ根高原グランドデザイン具現化事業 2,000 （再掲）

観光中核拠点施設再整備基本調査 2,000 （再掲）

（産業部　商工観光課） 駒ヶ根キャンプセンターリノベーション実施設計 10,000 （再掲）

（総務部　企画振興課） 公共交通サービス（山麓周遊バス） 3,000 （再掲）

11,150

【3-1-1】

こまくさの湯ホール空調、防犯カメラ設置 8,500

ファームス空調機器更新 1,000

（産業部　商工観光課） クライミングウォール防犯カメラ設置 1,650

14,900

【3-1-2】

新 観光パンフレット・プロモーション動画作成 2,020 （再掲）

駒ヶ根高原イベント事業 1,000 （再掲）

（産業部　商工観光課） 拡 中央アルプス魅力体感事業 2,100 （再掲）

地域おこし協力隊（山岳活動2名） 9,780

47,841

【3-2-1】

地域おこし協力隊（空き家対応） 4,573

拡 移住マッチングサービス事業 1,166 （再掲）

こまがねリアル体験住宅事業 602

新 物価高騰対策・マイホーム取得支援事業 30,000 （再掲）

空き家バンク成約奨励金 1,500

空き家改修補助金 3,000

空き家バンク片付け補助金 2,000

（産業部　商工観光課） ＵＩＪターン就業・創業移住支援事業 5,000

606,600

【3-2-2】

新しい人の流れづくり事業
（教育旅行、ワーケーション）

6,600 （再掲）

（総務部　企画振興課） ふるさと寄附（積立金、返礼品業務外） 600,000

　ＵＩＪターン事業を推進し、地域活性化を図るため、情
報発信等による定住促進に取り組む。

45

　観光施設改修
　（高原観光地整備事業）

　駒ヶ根高原の観光施設の改修を行う。

46

　観光振興事業
　地域の価値を高める観光地域づくりを推進し、誘客効
果を高める事業を展開する。

44

　駒ヶ根高原グランドデザイン
　具現化等

　駒ヶ根高原グランドデザインを具現化するための実証
実験や拠点施設再整備調査等を行う。

　移住交流促進事業

47

48

　駒ヶ根のファンづくり
　（関係人口創出）

　駒ヶ根に関心を持つ人たちとの繋がりを築く仕組みを
つくり、関係人口の増加につなげる。

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容
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№
予算額
（千円）

6,700

【3-2-2】

拡 高校と連携した人材育成事業 1,500

（総務部　企画振興課） 地域おこし協力隊（域学連携） 5,200

№
予算額
（千円）

71,798

【4-1-1】

（産業部　農林課） 中山間地域等直接支払事業 71,798

135,746

【4-1-1】

多面的機能支払交付金 95,746

（産業部　農林課） 新 緊急浚渫推進事業負担 40,000

34,234

【4-1-2】

新規就農者育成総合対策事業 29,175

担い手育成推進事業 1,759

農業収入保険加入促進補助金 2,300

（産業部　農林課） 6次産業化推進事業補助 1,000 （再掲）

43,522

【4-1-2】

拡 シルクミュージアム管理運営事業 43,522

新 地域おこし協力隊 (5,198)

（産業部　農林課） 新 カイコプロジェクト (532)

5,000

【4-1-3】

（産業部　農林課） 拡 スマート農業推進事業 5,000 （一部再掲）

　　【基本目標４】　しごと・ものづくり

事業名　　（担当部署）【5次総施策】

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

49

　高校と連携した人材育成
　事業（ウミガメプロジェクト）

　地元の高校と連携、探究的な学びを通して若者が地
域に関心を持ち、ふるさと回帰の動機付けを図る。

50

 農村地域の活性化
　中山間地域の振興と地域ぐるみの農村環境保全に取
り組み、農業と共生できる地域社会を構築する。

51

　農地事業
　水田の利活用促進に必要な基盤整備を進め、営農条
件を改善し、農作業の効率化を図る。

事業内容

52

（再掲）

54

　スマート農業の推進
　省力化・効率化による経営規模の拡大、高品質な農
産物生産、誰もが取り組みやすい農業の実現を図る。

53

　シルクミュージアム管理運営
　郷土の養蚕と製糸の歴史を学ぶ場として施設の管理
運営、体験工房の運営を行う。

　魅力ある地域農業の創出
　担い手や後継者の育成確保、農家所得の向上と安定
のための取り組みを行う。

主要事業から一部を抜粋し掲載
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№
予算額
（千円）

33,734

【4-1-4】

（産業部　農林課）
拡

森林環境譲与税活用事業
（市有林明確化、林道補修、松くい対策外）

33,734

17,614

【4-2-2】

拡 生涯活躍のまち推進事業 17,614 （一部再掲）

（総務部　企画振興課） 地域おこし協力隊(学びと交流) (5,200) （再掲）

4,100

【4-2-2】

KOMA夏・商工まつり 3,100

（産業部　商工観光課） 商店街賑わい創出事業 1,000

10,187

【4-2-2】

中心市街地再生推進業務 3,500 （再掲）

新 エリアプラットフォーム補助 500 （再掲）

（産業部　商工観光課） 地域おこし協力隊（中心市街地活性化） 6,187 （再掲）

22,955

【4-2-3】

新 企業立地ニーズ調査 3,905

（産業部　商工観光課） 特定地域工場等設置補助 19,050

20,600

　【4-2-4】

販路拡大事業 6,000

中小企業人材育成事業 1,000

新 求人活動強化支援 4,000

新 遠距離通勤人材確保支援 1,000

新 地域学生就職支援 500

専門家派遣事業 100

（産業部　商工観光課） 新 地域の稼ぐ力強化・発信事業 8,000

56

　生涯活躍のまち推進事業
　誰もが役割と居場所を持ち、多世代交流のコミュニ
ティを構築する取り組み推進する。

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

55

　森林環境譲与税を活用した
　森林整備等

　森林の持つ多面的機能を持続的に発揮できるように
するため、森林環境譲与税と森林環境譲与税基金を有
効活用し、計画的な森林整備を進める。

59

　企業誘致推進事業
　企業誘致を推進し、雇用の創出や地域経済の活性化
を図る。

60

　新たな成長戦略、人材確保等
　重点支援

　中小企業の販路拡大や人材育成・確保を支援する。

57

　まちなか賑わいイベント
　中心市街地の賑わいと活気を取り戻すためのイベント
に対して経費の一部を補助する。

58

　市街地再生推進事業
　中心市街地の再生に向けた取り組みやまちなかの将
来像の検討を地元や関係機関と進める。

29



№
予算額
（千円）

4,595

　【5-1-1】

（民生部　生活環境課） 拡 えがおポイントエコ事業 800 （再掲）

（民生部　生活環境課）
（教育委員会　子ども課）

新
公共施設再生可能エネルギー設置

実施設計
3,795 （再掲）

12,079

【5-1-2】

ごみ減量資源化対策事業
（生ごみ処理機補助、不要食器資源化外）

10,924

（民生部　生活環境課） 大田切リサイクルステーション施設管理 1,155

46,789

【5-2-1】

長野県住宅供給公社への管理代行 21,289

（建設部　都市計画課）

市営住宅長寿命化事業
(公営住宅老朽化対策工事含）

25,500

91,700

【5-2-1】

公園施設長寿命化対策支援（丸塚公園、下平公園） 51,500

（R5⇒R6繰越、国補正）

公園施設長寿命化対策支援（こまっ子広場） 21,000

新 公園施設長寿命化計画策定（2期目） 17,000

（建設部　都市計画課） 子育て全力応援（園路整備外） 2,200 （再掲）

906,232

【5-2-2】

道路・橋梁関連事業費 711,332

河川事業費 7,600

（R5⇒R6繰越、国補正外）

道路メンテナンス橋梁長寿命化修繕 71,300

社資道路舗装事業（上穂本線外） 3,000

社資通学路交安事業（光前寺南線外） 85,000

新 新病院周辺整備事業 20,000

（建設部　建設課） 市単道路改良事業 8,000

62

　ごみの減量と資源化推進
　廃棄物の発生抑制、再使用、再資源化により、ごみを
出さない取り組みを進める。

　　【基本目標５】　安心・快適なまちづくり

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

61

　温暖化防止事業
　地球温暖化防止、自然にやさしいまちづくり、再生可
能エネルギーの推進を図る。

64

　公園の管理と活用
　（公園管理事業）

　公園施設の維持・活用と計画的な施設改修を行う。

65

　身近なインフラ整備の推進
　快適で安全な生活環境をつくるため、身近な道路や
橋梁などを計画的に整備する。

63

　市営住宅の管理
　（住宅管理事業）

　市民の住宅環境を確保するため、市営住宅の修繕等
の維持管理を行う。

主要事業から一部を抜粋し掲載
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№
予算額
（千円）

20,000

【5-2-3】 ※№65事業（建設課）除く

（建設部　都市計画課） 都市計画道路中割経塚線用地測量外 20,000

36,850

【5-2-4】

地域公共交通協議会負担金等 36,850

こまタク運行システム （1,100） （再掲）

山麓周遊バス実証事業 （3,000） （再掲）

（総務部　企画振興課） 拡 公共交通形成計画推進事業 （2,000） （再掲）

526,050

【5-2-5】

水道事業会計繰出金 4,284

公共下水道事業会計繰出金 268,353

（建設部　上下水道課） 農業集落排水事業会計繰出金 253,413

480

【5-2-6】

（建設部　都市計画課） まちづくり推進団体育成支援 480

1,400

【5-3-1】

（総務部　危機管理課） 拡 自主防災備蓄資機材整備事業 1,400

93,777

【5-3-1】

（総務部　危機管理課） 新 　防災行政無線システム改修 93,777 （再掲）

29,725

【5-3-1】

（総務部　危機管理課） 新 防災広場整備事業 29,725

66

　幹線道路網の整備
　道路ネットワークを形成するため、幹線道路網を計画
的に推進する。

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

68

　快適な生活環境づくり
　安全で安定した水道水を供給するとともに、快適な生
活環境を保てるよう下水道を整備するため、公営企業
会計に繰り出しを行い、経営の安定を図る。

69

　景観まちづくり推進事業
　景観に配慮した街並みを作るため、まちづくり推進団
体の育成等を行う。

67

　公共交通サービス
　交通弱者の移動手段を効果的に確保するため、デマ
ンド型乗合タクシーを運行する。

　自主防災備蓄資機材
　整備事業

　災害などに備え自主防災会が備蓄する資機材の整備
に対し補助を行う。

71

　防災行政無線システム改修
　事業

　防災行政無線システムの安定した運用を継続するた
め、機器の更新や子局の改修等を行う。

72

　防災広場整備事業
　福祉センター跡地に食料や保存水等を保管する倉庫
を備えた防災広場を整備する。

70
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№
予算額
（千円）

5,000

【5-3-1】

（産業部　農林課） 新 雨水排水対策調査 5,000

15,400

【5-3-2】

新 消防団コミュニティ施設設計（1-2詰所） 6,000

（総務部　危機管理課） 消火栓更新（新設3基、修繕3基外） 9,400

№
予算額
（千円）

500

（総務部　総務課） 調査費 500

7,200

新 「それ 駒ヶ根でできます！」プロモーション事業 100

新 域学連携事業 400

映像制作を通じた郷土愛の醸成事業 1,500

（総務部　企画振興課） 地域おこし協力隊（域学連携） 5,200 （再掲）

750

（産業部　農林課） 拡 イベント費用外 750

150

（総務部　税務課） 市民懇話会報酬外 150

77

　糸平プロジェクト
　市出身の“天下の糸平”にスポットを当て、先人の偉業
に触れるとともに、郷土愛をはぐくむ契機とする。

78

　都市計画税市民懇話会
　都市計画税の諸課題に対し、市民懇話会を開催し広
く意見を聴取する。

　　【新たな時代への対応・その他施策】

事業名 事業内容

75

　駒ヶ根フューチャーズプラン
　職員の企画提案コンペにより選ばれた企画の事業化
を検討する。

76

　新駒ヶ根創造事業
　シン”KOMAGANE”PJ

　「新たな市民」の定義にかかる調査や市のプロモー
ション方法等を研究し、試行する。

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

　農村災害対策整備事業
　頻発する豪雨等を踏まえ、市内雨水排水対策の調査
を進める。

73

74

　消防施設管理事業
　消火栓、消防自動車等消防設備の整備、維持管理を
行う。

主要事業から一部を抜粋し掲載
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№
予算額
（千円）

1,500

（総務部　総務課） 新 記念行事費用 1,500

1,000

（産業部　農林課） 補助金 1,000 （再掲）

600

（産業部　商工観光課） 拡 補助金 600 （一部再掲）

500

（産業部　商工観光課） 新 補助金 500

3,200

新 磐田市寄贈遊具設置 300

新 駒ヶ根市オリジナル遊具の制作、設置 1,900

（建設部　都市計画課） 新 「磐田の森」看板更新 1,000

83

　友好都市親善事業
　友好都市・磐田市とオリジナル遊具の交換等を行い、
互いに親善を深める。

79

　市制施行70周年事業 　市制施行70周年の記念事業を実施する。

80

　６次産業化推進事業
　70周年を契機に地域を見つめなおし、農・商・工が連
携して魅力ある商品を創出する。

　　【駒ヶ根市制施行７０周年記念事業】

事業名 事業内容

82

　信州山の日タイアップイベント
　中央アルプス国定公園を舞台としたイベントなどを、
「信州山の日」とタイアップして企画する。

81

　中央アルプス魅力体感事業
　ロープウェイ往復運賃の割引事業を、友好都市の市
民に対して実施する。

主要事業から一部を抜粋し掲載
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【一般会計】 （単位　千円、％）

1
2
3
4
5
6
7
9
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
12
13
14

【特別会計・企業会計】 （単位　千円、％）

※

※

※

【全会計】 （単位　千円、％）

合計 26,917,494 25,783,021 1,134,473 4.4

全会計 ６年度 ５年度当初
前年度当初比較

増減額 増減率

合計 10,617,494 11,026,021 △ 408,527 △ 3.7
※公営企業会計は収益的支出と資本的支出の合計額

公共下水道事業会計 1,577,678 1,625,031 △ 47,353 △ 2.9
農業集落排水事業会計 968,240 968,570 △ 330 △ 0.0

駒ヶ根高原別荘地特別会計 21,490 18,568 2,922 15.7
水道事業会計 1,280,002 1,482,303 △ 202,301 △ 13.6

後期高齢者医療特別会計 538,257 464,472 73,785 15.9
公設地方卸売市場特別会計 0 61,327 △ 61,327 皆減

介護保険特別会計 3,385,134 3,466,008 △ 80,874 △ 2.3
国民健康保険特別会計 2,740,565 2,846,614 △ 106,049 △ 3.7

用地取得事業特別会計 106,023 93,023 13,000 14.0
中沢財産区会計 105 105 0 0.0

会計名 ６年度 ５年度当初
前年度当初比較

増減額 増減率

0.0
歳出合計 16,300,000 100.0 14,757,000 100.0 1,543,000 10.5

予備費 20,000 0.1 20,000 0.1 0

△ 4.2
諸支出金 5,000 0.0 5,000 0.1 0 0.0
公債費 1,636,136 10.0 1,708,716 11.6 △ 72,580

30.0
教育費 2,274,396 14.0 1,596,964 10.8 677,432 42.4
消防費 644,511 4.0 495,605 3.4 148,906

△ 3.2
土木費 1,462,915 9.0 1,114,072 7.6 348,843 31.3
商工費 725,877 4.5 749,653 5.1 △ 23,776

4.9
農林水産業費 999,682 6.1 781,084 5.3 218,598 28.0
労働費 17,216 0.1 16,407 0.1 809

5.9
衛生費 1,515,922 9.3 1,574,622 10.7 △ 58,700 △ 3.7
民生費 4,722,137 29.0 4,457,588 30.2 264,549

△ 1.4
総務費 2,142,709 13.1 2,101,909 14.2 40,800 1.9
議会費 133,499 0.8 135,380 0.9 △ 1,881

歳出（款） ６年度 ５年度当初
前年度当初比較

構成比 構成比 増減額 増減率

128.5
歳入合計 16,300,000 100.0 14,757,000 100.0 1,543,000 10.5

市債 1,262,600 7.8 552,600 3.7 710,000

0.0
諸収入 623,485 3.8 546,922 3.7 76,563 14.0
繰越金 150,000 0.9 150,000 1.0 0

49.8
繰入金 749,237 4.6 536,118 3.6 213,119 39.8
寄附金 603,500 3.7 403,000 2.7 200,500

15.2
財産収入 41,680 0.3 42,215 0.3 △ 535 △ 1.3
県支出金 962,410 5.9 835,533 5.7 126,877

0.2
国庫支出金 1,710,735 10.5 1,370,028 9.3 340,707 24.9
使用料及び手数料 128,621 0.8 128,307 0.9 314

△ 27.6
分担金及び負担金 289,444 1.8 285,432 1.9 4,012 1.4
交通安全対策特別交付金 2,100 0.0 2,900 0.0 △ 800

△ 30.0
地方交付税 3,720,000 22.8 3,863,000 26.2 △ 143,000 △ 3.7
地方特例交付金 88,200 0.5 126,000 0.9 △ 37,800

△ 7.3
環境性能割交付金 16,900 0.1 16,700 0.1 200 1.2
地方消費税交付金 845,000 5.2 912,000 6.2 △ 67,000

38.6
法人事業税交付金 86,800 0.5 77,600 0.5 9,200 11.9
株式等譲渡所得割交付金 17,600 0.1 12,700 0.1 4,900

7.7
配当割交付金 20,100 0.1 17,800 0.1 2,300 12.9
利子割交付金 1,400 0.0 1,300 0.0 100

1.7
地方譲与税 212,391 1.3 188,800 1.3 23,591 12.5
市税 4,767,797 29.3 4,688,045 31.8 79,752

構成比 構成比 増減額 増減率

令和６年度　一般会計・特別会計予算

歳入（款） ６年度 ５年度当初
前年度当初比較
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（単位　千円、％）

増減額 増減率 増減額 増減率

A B=A-F C=B/A D=A-G E=D/A F G

1,706,800 35,900 2.1 7,100 0.4 1,670,900 1,699,700

109,407 3,681 3.5 10 0.0 105,726 109,397

212,393 △ 22,066 △ 9.4 △ 7,315 △ 3.3 234,459 219,708

法人市民税 321,800 △ 18,385 △ 5.4 △ 7,305 △ 2.2 340,185 329,105

土地 524,090 △ 2,210 △ 0.4 △ 7,600 △ 1.4 526,300 531,690

家屋 1,096,970 △ 23,740 △ 2.1 △ 28,091 △ 2.5 1,120,710 1,125,061

償却資産 602,920 61,240 11.3 5,460 0.9 541,680 597,460

(純固定資産税) 2,223,980 35,290 1.6 △ 30,231 △ 1.3 2,188,690 2,254,211

13,167 △ 63 △ 0.5 △ 63 △ 0.5 13,230 13,230

固定資産税 2,237,147 35,227 1.6 △ 30,294 △ 1.3 2,201,920 2,267,441

145,850 3,010 2.1 1,570 1.1 142,840 144,280

208,000 25,000 13.7 △ 1,000 △ 0.5 183,000 209,000

93,800 △ 1,600 △ 1.7 △ 2,240 △ 2.3 95,400 96,040

31,000 3,200 11.5 0 0.0 27,800 31,000

23,400 △ 2,600 △ 10.0 12,609 116.8 26,000 10,791

市税合計 4,767,797 79,752 1.7 △ 19,560 △ 0.4 4,688,045 4,787,357

45,300 800 1.8 △ 1,524 △ 3.3 44,500 46,824

142,600 18,900 15.3 △ 1,769 △ 1.2 123,700 144,369

24,491 3,891 18.9 4,535 22.7 20,600 19,956

地方譲与税合計 212,391 23,591 12.5 1,242 0.6 188,800 211,149

1,400 100 7.7 99 7.6 1,300 1,301

20,100 2,300 12.9 △ 1,618 △ 7.5 17,800 21,718

17,600 4,900 38.6 3,017 20.7 12,700 14,583

86,800 9,200 11.9 1,160 1.4 77,600 85,640

399,600 △ 32,100 △ 7.4 △ 10,101 △ 2.5 431,700 409,701

445,400 △ 34,900 △ 7.3 △ 16,832 △ 3.6 480,300 462,232

845,000 △ 67,000 △ 7.3 △ 26,933 △ 3.1 912,000 871,933

16,900 200 1.2 △ 852 △ 4.8 16,700 17,752

26,200 △ 800 △ 3.0 △ 34 △ 0.1 27,000 26,234

0 0 0.0 0 0.0 0 0

62,000 △ 37,000 △ 37.4 5,954 10.6 99,000 56,046

88,200 △ 37,800 △ 30.0 5,920 7.2 126,000 82,280

2,100 △ 800 △ 27.6 △ 81 △ 3.7 2,900 2,181

税交付金等合計 1,078,100 △ 88,900 △ 7.6 △ 19,288 △ 1.8 1,167,000 1,097,388

3,290,000 △ 163,000 △ 4.7 △ 98,976 △ 2.9 3,453,000 3,388,976

430,000 20,000 4.9 △ 6,794 △ 1.6 410,000 436,794

地方交付税合計 3,720,000 △ 143,000 △ 3.7 △ 105,770 △ 2.8 3,863,000 3,825,770

20,700 △ 70,500 △ 77.3 △ 51,251 △ 71.2 91,200 71,951

9,798,988 △ 199,057 △ 2.0 △ 194,627 △ 1.9 9,998,045 9,993,615

150,000 0 0.0 △ 371,585 △ 71.2 150,000 521,585

9,948,988 △ 199,057 △ 2.0 △ 566,212 △ 5.4 10,148,045 10,515,200主要一般財源　合計

交

付

税

普通交付税

特別交付税

臨時財政対策債

小計（地方財政計画見合い）

繰越金

交通安全対策特別交付金

税

交

付

金

等

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

消

費

従来分（1.0%相当分）

引上分（1.2%相当分）

地方消費税交付金

環境性能割交付金

特

例

個人住民税減収分

自動車税等減収分

地方税減収補填分

地方特例交付金

市たばこ税

都市計画税

入湯税

滞納繰越分（全税目）

譲

与

税

地方揮発油譲与税

自動車重量譲与税

森林環境譲与税

市

税

現

年

度

課

税

分

個人市民税

法

人

均等割

法人税割

固

定

純

固

定

国有資産等交付金

軽自動車税

令和６年度一般会計当初予算　主要一般財源集計

令和６年度

当初予算額

令和５年度前年度比較

当初予算比較 決算見込比較 当初

予算額
決算見込
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(注２)元利償還金は、繰上償還を含む元金及び利子の償還額になっている。

項目 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

普通債残高 11,141 11,061 10,890 10,324 9,849 9,753 10,036

対前年度増減額 ▲ 569 ▲ 80 ▲ 171 ▲ 566 ▲ 475 ▲ 96 283

三セク債残高 2,166 2,062 1,970 1,894 1,818 1,742 1,665

対前年度増減額 ▲ 30 ▲ 104 ▲ 92 ▲ 76 ▲ 76 ▲ 76 ▲ 77

臨財債残高 7,038 7,003 6,963 7,044 6,650 6,137 5,608

対前年度増減額 112 ▲ 35 ▲ 40 81 ▲ 394 ▲ 513 ▲ 529

合計 20,345 20,126 19,823 19,262 18,317 17,632 17,309

対前年度増減額 ▲ 487 ▲ 219 ▲ 303 ▲ 561 ▲ 945 ▲ 685 ▲ 323

元利償還金 1,941 1,810 1,797 1,769 1,797 1,708 1,636

対前年度増減額 49 ▲ 131 ▲ 13 ▲ 28 28 ▲ 89 ▲ 72

一般会計市債残高・元利償還金の推移

(注１)令和4年度までは決算、令和5年度は補正予算反映後見込み、令和6年度は当初予算額。国補

正（繰越分）は5年度に反映させている。

（単位：百万円）
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A B C D=A+B-C E=D-A

1 財政調整基金 1,751,644 339 339 339 0 1,751,983 339

2 減債基金 208,697 50 5,510 50 0 214,207 5,510

3 ふるさとづくり基金 1,854,759 395 300,395 395 710,810 1,444,344 △ 410,415

4 高度情報化基金 56,974 13 13 13 0 56,987 13

5 教育基金 132,146 30 300 0 0 132,446 300

6 義務教育施設整備基金 22,578 6 6 6 0 22,584 6

7 文化振興基金 18,773 5 5 5 0 18,778 5

8 相川文庫充実基金 15,055 4 0 0 0 15,055 0

9 中城文庫充実基金 11,100 3 0 0 0 11,100 0

10 福祉のまちづくり基金 266,530 67 0 0 0 266,530 0

11 老人福祉基金 31,181 8 0 0 0 31,181 0

12 農林業後継者育成基金 9,435 3 0 0 0 9,435 0

13 ふるさと水と土基金 8,000 2 0 0 0 8,000 0

14 森林環境譲与税基金 9,243 3 0 0 9,243 0 △ 9,243

15 温泉開発基金 156,955 29 5,829 29 0 162,784 5,829

16 観光施設整備基金 0 0 200 0 0 200 200

4,553,070 957 312,597 837 720,053 4,145,614 △ 407,456

17 介護給付費準備基金 161,029 50 50 50 29,272 131,807 △ 29,222

18 国民健康保険事業基金 365,912 82 82 82 19,813 346,181 △ 19,731

19 土地開発基金（現金分） 106,515 23 5,023 23 0 111,538 5,023

20 中沢財産区財政調整基金 9,446 1 1 102 9,345 △ 101

642,902 155 5,156 156 49,187 598,871 △ 44,031

5,195,972 1,112 317,753 993 769,240 4,744,485 △ 451,487

【財政調整用３基金（再掲）】

1 財政調整基金 1,751,644 339 339 339 0 1,751,983 339

2 減債基金 208,697 50 5,510 50 0 214,207 5,510

3 ふるさとづくり基金 1,854,759 395 300,395 395 710,810 1,444,344 △ 410,415

3,815,100 784 306,244 784 710,810 3,410,534 △ 404,566

一般会計分合計

特別会計分合計

合計

財政調整用３基金合計

令和６年度　基金の状況

（単位：千円）

基金名

令和５年度
残高見込
(R6.5.31)

令和６年度当初予算 令和６年度
残高見込
(R7.5.31)

年度末
比較利子

収入

積立
取崩

うち利子
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１　都市計画税

国・県 市債 その他
都市計画税
充当額

その他

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ａ-(B～E)

当年度事業費 183,437 47,000 36,400 26,069 27,600 46,368

都市計画総務事務 107,782 38,500 17,500 0 17,000 34,782

公園管理事業 75,655 8,500 18,900 26,069 10,600 11,586

151,500 66,200 85,300

334,937 47,000 36,400 26,069 93,800 131,668

２　入湯税

国・県 市債 その他
入湯税
充当額

その他

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ａ-(B～E)

20,200 20,200 0

8,500 5,000 3,500

5,800 5,800 0

34,500 0 0 0 31,000 3,500

こまくさの湯設備改修

温泉開発基金積立金

合計

（注）予算書の歳出事項別明細書「本年度の財源内訳」において、目的税は「特定財源」の「その他」欄に表示

駒ヶ根高原温泉開発㈱補助金

過年度の都市計画事業に係る
当年度の市債元利償還金

合計

入湯税　歳入予算額 31,000千円
（単位　千円）

使途
事業費

財源内訳

特定財源 一般財源

令和６年度　一般会計当初予算　目的税の使途

都市計画税　歳入予算額 93,800千円
（単位　千円）

使途
事業費

財源内訳

特定財源 一般財源

43



（単位　千円）

地方消費税
引き上げ分

その他
一般財源

A B C B－C

社会福祉費 2,558,635 1,422,358 233,817 1,188,541

障がい者福祉 1,035,198 279,066 45,875 233,191

高齢者福祉 77,945 54,505 8,960 45,545

福祉医療 235,134 75,667 12,439 63,228

国保、介護、後期高齢者医療 1,210,358 1,013,120 166,543 846,577

児童福祉費 1,354,246 586,906 96,480 490,426

子育て支援、子ども交流センター 120,154 53,211 8,747 44,464

公立・私立保育所運営 628,728 377,481 62,053 315,428

児童発達支援 35,798 15,266 2,510 12,756

児童手当、児童扶養手当 559,440 136,337 22,412 113,925

母子父子福祉 10,126 4,611 758 3,853

生活保護費 209,506 53,777 8,840 44,937

生活保護、授産、生活困窮者支援 209,506 53,777 8,840 44,937

保健衛生費 802,486 646,426 106,263 540,163

予防接種 112,010 111,649 18,354 93,295

母子保健 60,015 29,640 4,872 24,768

健康診査、健康づくり 54,336 33,012 5,427 27,585

地域医療確保（病院運営負担） 576,125 472,125 77,610 394,515

4,924,873 2,709,467 445,400 2,264,067

社会保障施策に要する経費

歳出
予算額

Aの財源
のうち、
一般財源

合計

令和６年度　一般会計当初予算　引き上げ分に係る地方消費税の使途

地方消費税交付金予算額 845,000千円

うち、引き上げ分
（社会保障等財源化分）

445,400千円
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（単位　千円）

森林環境譲与税

充当額 その他

A B C D=A-B-C

2,000 2,000 0

2,330 2,330 0

16,400 15,400 1,000

1,915 1,912 3

900 543 357 0

400 192 208

5,500 4,700 800 0

5,500 4,000 1,500 0

34,945 9,243 24,491 1,211

森林整備

令和６年度　一般会計当初予算　森林環境譲与税の使途

森林環境譲与税　歳入予算額 24,491千円

使途
事業費

財源内訳

森林環境譲与税

基金繰入金

一般財源

林道補修工事

合計

森林整備意向調査・経営計画策定

森林台帳システム保守

松くい虫対策事業委託（ドローン調査）

林道維持管理委託

上伊那森林組合ペレット製造施設負担

市有林整備
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【一般会計】

令和６年度 令和５年度 削減額
A B A-B

1 企画振興課 デジタル化推進事業

地域活性化企業人制度に
よる企業人材の派遣に替
わり、個別のDX支援業務
へ見直しました。

8,600 15,000 ▲ 6,400

2 危機管理課 防災広場整備事業

旧福祉センター跡地の防
災広場への整備に伴い、
土地借地料を見直しまし
た。

450 605 ▲ 155

3 福祉課 家庭介護者慰労事業
対象者及び支給金額を段
階的に見直しました。（Ｒ５
で見直し終了）

7,330 7,750 ▲ 420

4 地域保健課 健康診査事業
乳がんエコー健診対象者
を見直しました。

26,987 28,834 ▲ 1,847

5 地域保健課 健康増進事業
保健補導員の廃止に伴
い、関係する交付金の内
容を見直しました。

480 1,500 ▲ 1,020

6 生活環境課 生活環境事務
一般河川等水質検査業務
の委託内容を見直しまし
た。

351 640 ▲ 289

7 農林課 市場会計繰出

公設地方卸売市場の廃止
(R5)に伴い、市場会計へ
の繰出金が無くなりまし
た。

0 6,597 ▲ 6,597

8 建設課
道路橋梁総務管理事
業

道路照明のLED化を計画
的に進めてきたことにより、
電気料金を削減しました。

3,550 4,550 ▲ 1,000

9 赤穂公民館
赤穂公民館管理運営
事業

庁用電気料金の新電力へ
の切り替えに伴い、地域交
流センターを新しく追加
し、削減しました。

6,200 6,778 ▲ 578

53,948 72,254 ▲ 18,306合計

令和６年度　事業見直し一覧

（単位：千円）

№ 課名 事業名 見直し内容
予算額
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１　国の令和６年度一般会計予算案・当初対比

２　政府経済見通し

国の令和６年度予算及び経済見通し

【令和５年度の経済動向】

30年ぶりとなる高水準の賃上げや企業の高い投資意欲など、経済には前向きな動きが見られ、デ

フレから脱却し、経済の新たなステージに移行する千載一遇のチャンスを迎えている。他方、賃金上

昇は輸入価格の上昇を起点とする物価上昇に追い付いていない。個人消費や設備投資は、依然と

して力強さを欠いている。これを放置すれば、再びデフレに戻るリスクがある。実質国内総生産（実質

ＧＤＰ) 成長率は１．６％程度、名目国内総生産（名目ＧＤＰ) 成長率は５．５％程度、消費者物価（総

合）は、エネルギーや食料価格の上昇に伴い、３．０％程度の上昇率になると見込まれる。

【令和６年度の経済見通し】

所得環境の改善や企業の設備投資意欲の後押し等が相まって、民間需要主導の経済成長が実

現することが期待される。実質ＧＤＰ成長率は１．３％程度、名目ＧＤＰ成長率は３．０％程度、消費者

物価（総合）は２．５％程度の上昇率になると見込まれる。ただし、海外景気の下振れリスクや物価動

向に関する不確実性、金融資本市場の変動等の影響には十分注意する必要がある。

（単位　兆円、％）

兆円 ％ 兆円 ％

税収 69.6 69.4 0.2 0.2 国債費 27.0 25.3 1.7 7.0

公債金 35.4 35.6 ▲ 0.2 ▲ 0.5 基礎的財政収支経費 85.6 89.1 ▲ 3.5 ▲ 3.9

建設公債 6.6 6.6 0.0 0.3 うち社会保障関係費 37.7 36.9 0.8 2.3

赤字公債 28.9 29.1 ▲ 0.2 ▲ 0.7 うち地方交付税交付金 17.8 16.4 1.4 8.5

その他 7.5 9.3 ▲ 1.8 ▲ 19.4

112.6 114.4 ▲ 1.8 ▲ 1.6 112.6 114.4 ▲ 1.8 ▲ 1.6

R５ R５【歳入】 R６

歳入合計 歳出合計

比較
【歳出】 R６

比較

(ポイント)

○重要課題への対応
①
②
③
④
⑤

○メリハリの効いた予算
①
②

外交安全保障　　邦人保護・危機管理の基盤を大幅強化
ＧＸ　　官民のＧＸ投資支援、2050カーボンニュートラルに向けた取組

歳出改革の取組継続　　社会保障関係費＋３，７００億円程度
新規国債発行額減額　　Ｒ５：３５．６兆円　⇒　Ｒ６：３５．４兆円

経済　　「物価に負けない賃上げ」の実現、公的価格のあり方見直し

　『歴史的な転換点の中、時代の変化に応じた先送りできない課題に挑戦し、
　 変化の流れを掴み取る予算』

こども政策　　「こども未来戦略」に基づく「加速化プラン」実施
デジタル　　デジタル行財政改革の先行モデル的取組

名目 実質 名目 実質 名目 実質
国内総生産 ５６７兆円 ５９６兆円 ６１５兆円 2.3 1.5 5.5 1.6 3.0 1.3

民間消費 ３１６兆円 ３２６兆円 ３３６兆円 5.9 2.7 2.9 0.1 3.5 1.2
民間住宅 ２２兆円 ２２兆円 ２２兆円 1.5 ▲ 3.4 0.4 0.6 1.3 ▲ 0.3

企業設備投資 ９７兆円 １００兆円 １０５兆円 7.8 3.4 3.3 0.0 4.7 3.3
労働力人口 6,906万人 6,928万人 6,933万人
就業者数 6,728万人 6,749万人 6,759万人
雇用者数 6,048万人 6,089万人 6,101万人
完全失業率 ２．６％ ２．６％ ２．５％

生産 鉱工業生産指数増減率 ▲０．３％ ▲０．８％ ２．３％ 　
企業物価指数変化率 ９．５％ ２．０％ １．６％
消費者物価指数変化率 ３．２％ ３．０％ ２．５％
ＧＤＰﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ変化率 ０．８％ ３．８％ １．７％

ＧＤＰ

雇用
0.3

Ｒ５
見込み

Ｒ６
見通し

0.1 0.3 0.1
0.3 0.2

物価

0.6 0.7 0.2

Ｒ６
対前年度比増減率（％）

Ｒ４ Ｒ５主要経済指標
R４

実績

「令和６年度の経済見通しと経済財
政運営の基本的態度」（R5.12.21閣
議了解）から抜粋
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１　地方財政の収支（通常収支分）

２　令和６年度地方財政対策のポイント

令和６年度　地方財政対策

（１）総額の確保
① 地方財政規模は増加 ＋１兆6,100億円、＋1.7％
② 定額減税による個人住民税の減収は、地方特例交付金により全額国費により補填
③ 一般財源総額は微増 ＋5,545億円、＋0.9％ ※普通交付税の交付団体ベース
④ 財源不足の補填 折半対象財源不足は令和5年度に引き続き生じない

1兆8,132億円 財源対策債の発行、地方交付税の増額、臨財債（既往発行分）

⑤ 臨時財政対策債を大幅に抑制し地方財政の健全化 △5,402億円、△54.3％

（２）ポイント

① こども・子育て政策の強化 「加速化プラン」の地方負担（0.2兆円）の確保

こども・子育て支援事業債（仮称）を創設、交付税の費目として「こども子育て費」を創設

② 給与改定等に要する財源の確保 給与改定分（0.3兆円）

③ 物価高への対応 自治体の光熱費等の増加を踏まえ、700億円計上（前年度同額）
など

（単位　兆円、％）

兆円 ％ 兆円 ％

地方税 42.73 42.87 ▲ 0.14 ▲ 0.3 給与関係経費 20.23 19.91 0.32 1.6

譲与税・交付金 3.86 2.82 1.04 37.0 うち退職手当以外 19.15 18.77 0.38 2.0

地方交付税 18.67 18.36 0.31 1.7 一般行政経費 43.69 42.08 1.61 3.8

地方債 6.31 6.82 ▲ 0.51 ▲ 7.5 うち補助分 25.14 23.97 1.17 4.9

うち臨財債 0.45 0.99 ▲ 0.54 ▲ 54.3 うちデジ田構想事業費 1.25 1.25 0.00 0.0

その他 22.07 21.17 0.90 4.2 うち地域社会再生費 0.42 0.42 0.00 0.0

公債費 10.90 11.26 ▲ 0.36 ▲ 3.2

（うち、実質的な交付税） 投資的経費 11.99 11.97 0.02 0.2

19.12 19.36 ▲ 0.23 ▲ 1.2 その他 6.83 6.82 0.01 0.1

交付団体ベースの

65.70 65.05 0.65 1.0

93.64 92.04 1.60 1.7 93.64 92.04 1.60 1.7

【歳入】 R6 R5
比較

歳入合計

【歳出】

歳出合計

一般財源総額

交付税＋臨財債

R6 R5
比較
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１．当初予算規模

２．一般会計当初予算

３．一般会計当初予算のポイント

（１）駒ヶ根市第５次総合計画の３年目、重点プロジェクトや主要施策へ集中配分

（２）令和５年度補正予算と一体的な推進

（３）ＤＸ戦略の具体化

（４）行財政改革プラン２０２２に基づく財政健全化の推進

４．歳入歳出のポイント

（１）歳入

　①市税は増加、地方交付税は減少、主要一般財源総額は前年度当初比で△2.0％、２億円減

　②国の財源不足を補うため臨時財政対策債を前年度当初比で７千万円減の２千万円計上

　③ふるさと寄附を積極的に活用、６億８千万円を充当

（２）歳出

　①第５次総合計画の６つの重点プロジェクトやこまがねＤＸ戦略を推進する事業へ重点化

　②建設事業は、身近なインフラの整備、豪雨で課題となっている雨水排水対策の調査、

　　公共施設の長寿命化、国スポ開催に伴う会場等の整備、新病院周辺整備事業を実施

令和６年度当初予算の概要

まだ見たことがない駒ヶ根市の扉をひらく予算

会計名
当初予算額 増減額

③ = ① - ②
増減率
（％）令和６年度　① 令和５年度　②

合計 ２６９億１,７４９万円 ２５７億８,３０２万円 ＋１１億３,４４７万円 ＋４.４％

一般会計 １６３億円 １４７億５,７００万円 ＋１５億４,３００万円 ＋１０.５％

特別・企業会計 １０６億１,７４９万円 １１０億２,６０２万円 △４億８５３万円 △３.７％

子育て全力応援第２期スタート、共生社会や竜東振興拠点整備、カーボンニュートラルの具体化

R6当初 　163億円

R5補正

 ①道路・橋梁等 1億8,866万円

 ②公園長寿命化 5,150万円

 ③自然公園整備 350万円

R6予算＋R5補正予算前倒し一体予算

主要幹線道路整備、公園遊具更新等整備、登山道の整備　外

デジタル技術による行政手続きや地域課題に対応したサービスの創出

 ④ため池耐震評価、小学校整備 4,300万円

　2億8,666万円

一体予算 　165億8,666万円（R5:151億377万円）
120
125
130
135
140
145
150
155
160
165
170

H16 H20 H24 H28 R2 R6

R6

(億円)
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５．主要事業

（１）６重点プロジェクト事業・ＤＸ事業の概要

◎ 地域子育て交流拠点施設整備事業 あゆみ館改修の実施設計

◎ マイホーム取得支援事業 子育て世帯のマイホーム取得を支援

○ 地域子どもの未来応援事業 子どもの育ちを応援する団体の支援

○ 重層的支援体制整備事業 制度の垣根をこえた支援体制づくり

◎ ヤングケアラー相談システム導入

◎ 優良建築物等整備事業 市街地の優良建築物の整備を支援

◎ 私立保育園運営・補助事業（J’ｓ保育園）

○ 竜東振興拠点施設基本設計

○ シルクミュージアム運営事業 新たにカイコプロジェクトがスタート

◎ 観光パンフレット・プロモーション動画作成

◇ 駒ヶ根キャンプセンターリノベーション事業 実施設計

◎ 電気自動車購入 公用車

◎ 公共施設再生可能エネルギー設置実施設計

◎ 社会体育館照明器具LED化事業

◎ 公共施設予約システム連携スマートロック導入

◇ ＤＸ推進リーダー職員育成研修

◎ 財務・人事システム更新

◎ 市民デジタルスキル向上支援 収入につながるスキルの習得を目指す

○ スマート農業導入支援事業 省力化機器等の導入支援外

◇ 学校ICT化推進事業 教育現場のデジタル化外

３６０万円

１０万円

　共生社会づくり 5 １億５,４９９万円

　様々な垣根をこえて多様な主体がつながることで、豊かに暮らし続けられる地域社会を目指す

　少子化対策・子育て支援（子育て全力応援） 23 １億４,７６１万円

　進行する少子化に対し「子育て全力応援」を宣言、R６年度から第２期がスタート

５６０万円

３，０００万円

（◎：新規、○：拡充、◇：継続）

重点プロジェクト 主な事業数 予算額

４,１６０万円

　竜東振興 6 １億８,１７３万円

　新川岸地区の交流拠点整備、高原や中心市街地との有機的な繋がり、市全体の賑わい・活性化

６７５万円

１億４,７１３万円

　生涯活躍のまちづくりを軸とした中心市街地(まちなか)再構築 12 １億４,７４３万円

　まちなかの魅力を高め、人が集う中心市街地をつくる

６,６００万円

１,０００万円

　カーボンニュートラル推進 11 ６,８４９万円

　カーボンニュートラルな社会実現に向け多様な施策に取り組む

４,３５２万円

　地域資源を活かした観光地域づくり 10 ５,８４７万円

　地域資源・ICT活用、人々を引き付ける魅力的な観光地域づくり

２０２万円

　行政ＤＸ 11 １億６,７９４万円

　デジタル化技術により市民サービスの向上、市内部業務の高度化・効率化を図る

２０５万円

５００万円

２７０万円

３８０万円

合計 67 ７億５,８７２万円

こまがねDX戦略 主な事業数 予算額

１,２００万円

９０７万円

　地域ＤＸ 9 ９,１０９万円

　暮らしやすい地域を構築するため、市民や事業者と協力してデジタル技術によるサービス創出

２００万円

４００万円

７,５５５万円

合計 20 ２億５,９０３万円
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①　ひとづくり

【拡充】 産後ケア事業

【拡充】 児童手当支給

【拡充】 特色ある学校づくり補助

【新規】 総合文化センター屋根・外壁改修

【拡充】 国民スポーツ大会競技施設整備（ホッケー会場）

【新規】 地元農産物配送業務委託

【新規】 自治組織在り方検討

②　健康づくり・支え合いの地域づくり

【拡充】 重層的支援体制整備事業（多機関協働事業外）

【新規】 介護資格取得・就労支援事業（介護特会）

【新規】 介護人材確保・育成支援事業（介護特会）

【新規】 地域健康づくり活動事業交付金

③　ひとの流れづくり

【新規】 観光パンフレット・プロモーション動画作成

【拡充】 中央アルプス魅力体感事業 （市制施行70周年記念事業含）

【拡充】 移住マッチングサービス事業

【新規】 物価高騰対策・マイホーム取得支援事業

【拡充】 高校と連携した人材育成事業（ウミガメプロジェクト）

④　しごと・ものづくり

【新規】 緊急浚渫推進事業負担金（駒ヶ池）

【新規】 カイコプロジェクト

【新規】 求人活動強化支援事業

【新規】 遠距離通勤人材確保支援事業

【新規】 地域の稼ぐ力強化・発信事業

⑤　安心・快適なまちづくり

【新規】 公共施設再生可能エネルギー設置実施設計

【新規】 公園施設長寿命化計画策定（２期目）

【拡充】 身近なインフラ整備の推進（道路・橋梁）

【新規】 新病院周辺整備事業

【新規】 雨水排水対策調査

【新規】 防災行政無線システム改修

【新規】 防災広場整備事業

６．財政健全化の取り組み

（１）市債残高3.2億円減少、新規市債発行額は普通債増額により12.6億円

（２）財政調整用3基金残高4億円減（ふるさと寄附積立3億円、ふるさとづくり基金繰入7.1億円）

５億５,２２６万円

１,８３８万円

５６万円

１４０万円

６０万円

２８５万円

（２）主な新規・拡充事業　（第５次総合計画基本構想体系分類）

４億６,３２１万円

９,３７７万円

２,９７３万円

１,７００万円

８億８,６２３万円 （R5補正含）

４８万円

１,５２１万円

３,０００万円

４,０００万円

５３万円

４００万円

８００万円

３８０万円

２０２万円

２１０万円

１１７万円

１５０万円

１００万円

２,０００万円

１９２万円

５００万円

５８２万円
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７．歳入

８．歳出

（億円）

（億円）

⑥その他

ふるさと寄附金 6億円 （＋2億円 ＋50.0％）

ふるさとづくり基金繰入 7億1,081万円

（＋2億220万円＋39.8％）

⑤市債 12億6,260万円 （＋7億1,000万円 ＋128.5％）

うち普通債 12億4,190万円 （+7億8,050万円 +169.2％）

うち臨財債 2,070万円 （△7,050万円 △77.3％）

④国・県支出金 26億7,315万円

（＋4億6,758万円 ＋21.2％）

※主要一般財源総額 （臨財債・繰越金含む実質）
99億4,899万円 （△1億9,906万円 △2.0％）

③地方交付税
37億2,000万円 （△1億4,300万円 △3.7％）

②地方消費税交付金
8億4,500万円 （△6,700万円 △7.3％）

①市税 47億6,780万円 （＋7,975万円 ＋1.7％）

⑦その他

物件費 24億108万円 （＋9,594万円 ＋4.2％）

積立金 3億1,260万円 （△1億1,255万円 △26.5％）

⑥建設事業 18億2,729万円
（＋9億5,104万円 ＋108.5％）

⑤繰出金 8億2,482万円 （＋577万円＋0.7％）

④補助費等 36億3,663万円 （＋2億1,663万円 ＋6.3％）

※①～③義務的経費 68億4,960万円
（＋3億6,175万円 ＋5.6％）

③公債費 16億3,614万円 （△7,258万円 △4.2％）

②扶助費 23億2,848万円 （＋2億848万円＋9.8％）

①人件費 28億8,498万円 （＋2億2,585万円 ＋8.5％）

（各年度当初予算）

（各年度当初予算）

市税

譲与･交付金

地方交付税

国・県

市債

その他

人件費

扶助費

公債費

補助費等

繰出金

建設事業

その他
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※令和４年度までは実績値、令和５年度は予測値
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①市債残高見込み
R６末 173億900万円
R５末見込比 △3億2,300万円
うち普通債 2億8,300万円
うち三セク債 △7,700万円
うち臨財債 △5億2,900万円

②元利償還金見込み
R６ 16億3,571万円
R５見込比 △7,258万円

普通債残高

臨時財政対策債残高

元利償還金 元利償還金（億円）

９．市債残高・償還額
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その他特定目的基金

１０．一般会計基金残高の推移

残高（億円）

三セク債残高

財政調整基金

ふるさとづくり基金

①財政調整基金残高見込み
R６末 17億5,198万円
R５末見込比 ＋34万円

②ふるさとづくり基金残高見込み
R６末 14億4,434万円
R５末見込比 △4億1,042万円

③減債基金見込み
R６末 2億1,421万円
R５末見込比 ＋551万円

④その他特定目的基金見込み

R６末 7億3,508万円

R５末見込比 △289万円

基金残高見込み
R６末 41億4,561万円
R５末見込比 △4億746万円

残高（億円）

１１．健全化判断比率の推移

減債基金
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第１ 一般会計当初予算の概要 
 

１ 予算規模及び全体概要 

 

令和６年度一般会計当初予算は１６３億円で、前年度当初予算と比較して１５億４，３００万

円、１０．５％と大幅に増加し、当初予算としては過去最大の規模となりました。総合文化セ

ンターの長寿命化や道路橋梁など身近なインフラへの不可欠な投資に加え、物価高騰に

伴う人件費や物件費、社会保障関係費の増額などが大きな要因です。 

駒ヶ根市第５次総合計画（以下、「５次総」という。）が折り返しの３年目を迎える令和６年度

は、「誰もが自由闊達にいきいきと活躍する広場のようなまち」の具現化が求められる重要な

年です。相次ぐ自然災害やコロナ禍で顕在化した諸課題への迅速な対応も必要です。本

予算は、このような時代を過ごす一人ひとりの方に寄り添うことを念頭に編成しました。 

歳出予算では、５次総の重点プロジェクトであり、第２期を迎える子育て全力応援事業を

充実させ、出生数低下の軽減を目指します。ふるさとの丘あゆみ館を、地域の子育て交流

拠点施設とする改修事業に着手するほか、子育て世代のマイホーム取得を支援します。中

心市街地では新保育園の開園や新たな施設の構想など、民間主導の再構築が進んでいま

す。駒ヶ根高原の観光地や竜東でも企業や住民主体の振興へ向けた取組が盛り上がりを

見せています。この思いが花開くよう、拠点施設の整備や支援を進めます。 

地域社会においては、互いに支え合う共生社会づくりの柱となる重層的支援体制整備事

業が本格スタートします。同時に、担い手不足や住民意識の変化などに直面する自治会の

在り方の検討を進めます。教育現場では、医療的ケア児の受け入れや教育相談の体制を

拡充します。急激に進む温暖化に対しては、電気自動車の導入や照明の LED 化を急ぐな

ど、カーボンニュートラル社会の実現に向けた取組を推進するとともに、豪雨対策として雨

水排水調査を行います。また、こまがねＤＸ戦略に基づき、行政手続きをはじめとする市民

サービスの向上や市内部業務の高度化・効率化に取り組みます。 

歳入予算では、給与所得の上昇を踏まえ、市税は前年度当初比７，９００万円の増額とす

る一方、地方交付税は前年度比１億４，３００万円の減額、国の財源不足を補うために発行

する臨時財政対策債も７千万円以上の減額になると見込んでいます。市税や地方交付税、

地方譲与税などを含む主要一般財源総額は９９億４，８９９万円で、前年度当初比で１億９，

９０６万円、２．０％の減少としました。 

財政健全化は、令和４年度からスタートした行財政改革プラン２０２２に基づき進めます。

市債については、本予算で新たに１２億６，２６０万円（補正予算分含め１３億８，６９０万円）

を借り入れるものの、令和６年度末残高は前年度末見込比で、約３億２千万円減少する見

込みです。基金残高は、一般会計に属する１７基金の令和６年度末残高見込額は４１億４，
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５６１万円で、前年度末見込比４億７４６万円の減額となる見込みです。これは、ふるさとづく

り基金に積み立てたふるさと寄附を積極的に活用し、６億８，０００万円（前年比１億８，０００

万円増）を繰入れるためです。一方で、基金に依存しない収支規模への取り組みが引き続

きの課題です。 

 

 

 

２ 歳入予算の要点 

 

（１） 市税 

市税のうち個人市民税は、コロナ禍においても堅調に推移し、令和５年度決算では令和

４年度決算額をやや上回る水準を確保する見込みです。本予算では昨今の給与所得の全

国的な上昇を鑑みて、前年度決算見込み比０．４％増加の１７億６８０万円（前年度当初比２．

１％増加）を計上しました。 

法人市民税は、コロナ禍からの回復に一服感が見られ、令和５年度決算見込みは４億円を

超えた令和４年度を大幅に下回る見通しです。本予算では主要法人の景気や設備投資等の

動向を踏まえて、前年度決算見込みに対し２．２％減少の３億２，１８０万円（前年度当初比５．

４％減少）を計上しました。 

固定資産税のうち土地は地価の下落が続いており令和５年度決算見込比１．４％の減少、

家屋は住宅や企業等の新築（戸）数の状況と評価替を見込み同比２．５％減少、償却資産は

主要企業の設備投資の伸びを見込み同比０．９％増加です。固定資産税全体では前年度決

算見込みに対し１．３％減少の２２億３，７１５万円（前年度当初比１．６％増加）を計上しました。 

その他の税目も含めた市税総額は、４７億６，７８０万円で前年度当初比７，９７５万円、１．７％

増加すると見込みました。 

 

（２） 地方交付税 

令和６年度地方財政計画では、地方全体の財政規模を１．７％の増加と見込んでいます。

政府の定額減税の影響で、地方税収総額は０．３％減少の見込みですが、減収分は地方特

例交付金で全額国費により補填されます。地方交付税は１．７％増加する一方で、臨時財政

対策債は５４．３％の減少となり、地方一般財源の総額は１．０％の増加となっています。 

こうした国の動きや市の状況を考慮し、本予算では臨時財政対策債を含む実質的な普通

交付税は３３億１，０７０万円、そのうち臨時財政対策債を２，０７０万円、普通交付税を３２億９，

０００万円と見込んでいます。また、特別交付税を４億３，０００万円とし、臨時財政対策債を除

く地方交付税の総額を３７億２，０００万円計上しています。前年度当初比では１億４，３００万

円、３．７％減少する見込みです。 
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市税、地方譲与税、交付金、地方交付税及び臨時財政対策債の合計額に繰越金を加え

た主要一般財源の総額は９９億４，８９９万円で、前年度当初比で１億９，９０６万円、２．０％の

減少となりました。 

 

（３） 国・県支出金 

国庫支出金は、交通安全対策や優良建築物等整備等にかかる事業分を計上しました。また、

子ども・子育て支援事業交付金、生活困窮者自立支援事業国庫負担金等が減額となりますが、

これは重層的支援体制整備事業の本格スタートに伴い、関連する事業の国庫負担分が重層的

支援体制整備事業交付金として新たに交付されるためです。このほか、障害者介護・訓練給付

費（国）、デジタル基盤改革支援補助金などの増額により、前年度当初比３億４，０７１万円、２４．

９％増加の１７億１，０７４万円を計上しました。 

県支出金は、障害者介護・訓練給付費（県）や乳幼児医療費補助金が増加する一方、県議

会議員選挙費などが減額となります。また、国庫支出金と同様、重層的支援体制整備事業の県

負担分が新規で交付されます。全体では前年度当初比１億２，６８８万円、１５．２％増加の９億６，

２４１万円を計上しました。 

 

（４） 繰入金 

基金繰入金のうちふるさとづくり基金繰入金は、前年度当初比２億２２０万円増加の７億１，

０８１万円とし、寄附者の希望や目的に沿った事業へ充当し積極的に活用します。 

 

（５） 市債 

市債は、１２億６，２６０万円で前年度当初比７億１，０００万円、１２８．５％と大幅に増加しま

した。内訳を見てみると、普通債は前年度当初比で７億８，２００万円増加、臨時財政対策債

は７，０５０万円減少しています。歳入総額に占める構成比（市債依存度）は、７．８％で前年

度当初比４．１％増加しました。 

（※ 令和５年度補正分として１億２，４９０万円を計上し、道路舗装や交通安全施設整備、 

橋梁長寿命化、公園長寿命化などに取り組みます。） 

 

（６） その他 

財産収入は、４，１６８万円で前年度比５４万円減少としました。 

寄附金は、ふるさと寄附金について前年度比２億円増の６億円を計上しました。 

  

8



３ 歳出予算の要点 

 

（１） 目的別 （款別） 

総務費は、ふるさとづくり基金積立、市長選挙、市議会議員選挙などの経費が減少した一

方で、ふるさと寄附取扱業務に係る経費や職員等退職手当、庁舎や支所の LED化に係る事

業費などが増加し、前年度当初比で１．９％増加の２１億４，２７１万円となりました。 

民生費は、旧福祉センター解体工事費や養護老人ホームへの措置にかかる扶助費が減

少した一方、障がい者の介護・訓練給付費や子ども医療費、生活保護費等の扶助費、新た

な私立保育園への運営補助などが増加したことにより、前年度当初比で５．９％増加の４７億

２，２１４万円となりました。 

衛生費は、上伊那広域連合ごみ処理施設の運営費や公債費が増加した一方で、上赤須

廃棄物置場跡地整備や昭和伊南総合病院負担金などが減少し、前年度当初比３．７％減の

１５億１，５９２万円となりました。 

農林水産業費は、竜東振興土地改良基盤整備や駒ヶ池の緊急浚渫推進事業補助、林道

古城線の改良など、新規拡充事業に係る経費が増額となるため、前年度当初比で２８．０％

増の９億９，９６８万円となりました。 

商工費は、中小企業振興資金預託金や物価高騰対策としての子育て＆マイホーム取得

支援事業などが増額となった一方、企業への特定地域工場設置補助や高原の観光施設の

改修費などが減額となり、前年度当初比で３．２％減少の７億２，５８８万円となりました。 

土木費は、国の補正予算へ対応する補助事業を令和５年度補正予算へ前倒しで計上しま

したが、その規模は前年度を下回りました。令和６年度予算では、補助事業を活用しての光

前寺南線や新春日街道線等の整備、新たに始まる優良建築物等整備事業や新病院周辺整

備事業への費用を計上しているため、当初予算額は前年度当初と比べ３１．３％増額の１４億

６，２９２万円となりました。 

消防費は、防災行政無線のシステム改修事業、防火施設の更新、新たな防災広場の整備

などの事業費を計上したことにより、前年度当初より３０．０％の大幅増となる６億４，４５１万円

となりました。 

教育費は、総合文化センターの長寿命化に向けた屋根や壁の改修や国民スポーツ大会

のホッケー会場の実施設計、社会体育館の照明器具LED化と床の改修、下平サイクリングロ

ードの原状復帰などの事業費を計上したため、前年度当初比で４２．４％と大幅に増え、２２

億７，４４０万円となりました。 

公債費は、市債元金償還が減少するため、４．２％減少の１６億３，６１４万円となりました。 

諸支出金は、用地取得事業会計への繰出分として、５００万円を計上しました。 
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（２） 性質別 

人件費は２８億８，４９８万円で、前年度当初比で２億２，５８５万円、８．５％増加しました。退

職手当を除く正規職員人件費は１７億４，９８９万円で、前年度当初比で４，７４６万円増加、職

員退職手当は１億１，６５６万円で、前年度当初比で７，１１９万円増加しました。報酬は６億８，

５２９万円で、前年度当初比で３，２５３万円増加しました。会計年度任用職員の報酬改定や

教育現場での人員の増加などを反映しています。 

扶助費は２３億２，８４８万円で、前年度当初比で２億８４８万円、９．８％増加しました。障が

い者の介護・訓練給付費や子ども医療費、生活保護費や児童手当（令和６年１２月支給分か

ら対象者拡大）などの増加が主要因です。高齢化や障がい者へのサービスを提供する事業

所の増加、子育て世帯への支援拡充などを背景に、今後も扶助費は伸びていく見込みです。 

公債費は１６億３，６１４万円で、前年度当初比で７，２５８万円、４．２％減少しました。 

人件費、扶助費、公債費を合わせた義務的経費の総額は６８億４，９６０万円で、３億６，１７

５万円増加しました。 

物件費は２４億１０８万円で、前年度当初比で９，５９４万円、４．２％増加しました。公共施

設の燃料や光熱費の高騰は一段落しているものの、人件費アップ等により委託料が上昇し

ています。また、計画策定や各種設計に係る委託業務、ふるさと寄附取扱業務費の増加など

も物件費全体を押し上げる要因となっています。 

維持補修費は１億１，３２１万円で、９３万円、０．８％減少しました。 

補助費等は３６億３，６６３万円で、前年度当初比で２億１，６６３万円、６．３％増加しました。

優良建築物等整備事業や緊急浚渫推進事業など、新規の大型事業への補助金を計上した

ほか、上伊那広域連合ごみ処理施設運営費などの負担金が増加したことが要因です。一方

で、企業への特定地域工場設置補助、昭和伊南総合病院への負担金などは減少しました。 

普通建設事業費は１８億２，７２９万円で、前年度当初比で９億５，１０４万円、１０８．５％増

加しました。旧福祉センター解体工事や上赤須廃棄物置場跡地整備などの事業が終了した

一方、総合文化センターの長寿命化に伴う改修の大型工事を実施するほか、竜東振興土地

改良基盤整備、防災行政無線システム改修などを実施することが要因です。 

積立金は３億１，２６０万円で、前年度当初比で１億１，２５５万円、２６．５％減少しました。ふ

るさと寄附金は、前年度比１億円減の３億円を計上しています。寄附金の一部を返礼品等の

経費に充てたことによるものです。また、高原の観光施設整備のための基金を創設します。 

投資出資貸付金は３億１，４７７万円で、前年度当初比で２，５３４万円、８．８％増加しまし

た。中小企業振興資金預託金の増加が要因です。 

繰出金は８億２，４８２万円で、前年度当初比で５７７万円、０．７％の増加となりました。介護

保険特別会計繰出金が１，４６３万円減少した一方で、国民健康保険特別会計繰出金が１，６

１５万円、後期高齢者医療特別会計繰出金が１，０８５万円、それぞれ増加しました。  
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第２ 特別会計・企業会計予算の概要 
※増減は前年度当初比 

 

１ 用地取得事業特別会計予算 

１億６０２万円 （前年度当初比 ＋１，３００万円、＋１４．０％） 

土地開発基金の管理及び同基金を財源とした公共用地の先行取得に備える予算を計

上しました。基金への積み戻しは５００万円としました。 

 

２ 中沢財産区会計予算 

１１万円 （前年同額） 

南入官行造林及び上割大洞県行造林の管理に要する予算を計上しました。 

 

３ 介護保険特別会計予算 

３３億８，５１３万円 （前年度当初比 △８，０８７万円、△２．３％） 

歳入のうち介護保険料は７億３８６万円で７１１万円、１．０％増加、一般会計繰入金は５

億２，４０９万円で１，４６３万円、２．７％減少、基金繰入金は２，９２７万円で１，２６０万円減

少しました。 

歳出のうち保険給付費は３1 億１，９９３万円で１，６７０万円、０．５％減少しました。地域

支援事業費は、介護予防・生活支援サービス事業４，４１９万円、一般介護予防事業１，７

３６万円など、総額８，３７６万円で８，６４１万円、５０．１％減少となりました。重層的支援体

制整備事業の本格実施により、一般介護予防事業の一部や地域包括支援センター事業

が一般会計へ移行したことが減額要因で、市が実施する事業の内容に変更はありません。 

課題である介護人材の確保や育成に向け、介護人材確保・育成支援事業、介護資格

取得・就労支援事業に係る予算を新たに計上しました。 

 

４ 国民健康保険特別会計予算 

２７億４，０５７万円 （前年度当初比 △１億６０５万円、△３．７％） 

歳入のうち国民健康保険税は５億１，２４６万円で３，３７０万円、６．２％減少、一般会計

繰入金は１億９，７５４万円で１，６１５万円、８．９％増加、基金から１，９８１万円繰り入れて

財源不足を補うこととしました。 

歳出のうち保険給付費は１９億６，５９３万円で５，４８２万円、２．７％減少しました。 

保健事業費は、特定健康診査等事業に３，１２０万円、人間ドックやがん検診補助など
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の疾病予防事業に１，１４０万円を計上しました。 

 

５ 後期高齢者医療特別会計予算 

５億３，８２６万円 （前年度当初比 ＋７，３７９万円、＋１５．９％） 

歳入のうち後期高齢者医療保険料は４億３，２９３万円で６，２９４万円、１７．０％増加し

ました。一般会計繰入金は１億３１９万円で１，０８５万円、１１．７％増加しました。 

歳出のうち長野県後期高齢者医療広域連合への納付金は５億３，２９６万円で７，３８０

万円、１６．１％増加しました。 

 

６ 公設地方卸売市場特別会計予算 

０円 （前年度当初比 皆減） 

卸売市場は令和５年度をもって閉鎖となりました。 

 

７ 駒ヶ根高原別荘地特別会計予算 

２，１４９万円 （前年度当初比 ＋２９２万円、＋１５．７％） 

歳入のうち別荘地使用料は、１，１７０万円、新規契約者の施設負担金は１００万円とし

ました。 

歳出のうち別荘地整備事業費は、別荘地整備費及び公共下水道受益者負担金など総

額１，６９８万円を計上しました。 

 

８ 水道事業会計予算 

  １２億８，０００万円（前年度当初比△２億２３０万円、△１３．６％）  
※収益的支出と資本的支出の合計額 

収益的収支のうち総収益は、給水収益６億９，８２７万円など総額７億７，４０９万円（△１，

３３４万円、△１．７％）、総費用は、上伊那広域水道用水企業団からの受水費１億５，０５４

万円、減価償却費３億９１７万円、企業債利息等１，４２９万円など総額７億７，８０１万円

（＋２，００５万円、＋２．６％）を計上しました。 

資本的支出のうち建設改良費は、基幹管路耐震化事業や配水池等改良事業など２億

８，５８２万円（△２億２，５０８万円、△４４．１％）、企業債償還金は２億１，１１８万円(＋２７３

万円、＋１．３％）で、資本的支出総額５億２００万円（△２億２，２３５万円、△３０．７％）を

計上しました。 
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９ 公共下水道事業会計予算 

１５億７，７６８万円 （前年度当初比 △４，７３５万円、△２．９％）  

※収益的支出と資本的支出の合計額 

収益的収支のうち総収益は、下水道使用料４億３，９９４万円(＋２１２万円、＋０．５％）、

一般会計補助金２億６，８３５万円(△１，１３７万円、△４．１％）など総額９億５，２９８万円

（△７３３万円、△０．８％）、総費用は、処理場費１億９，３９４万円、減価償却費４億６，９５

６万円、企業債利息３，４４３万円など総額８億３，１８２万円（△２，７２１万円、△３．２％）を

計上しました。 

資本的支出のうち建設改良費は、浄化センター整備、機器更新など１億７，４７０万円、

企業債償還金は５億６，６７６万円(△８，６１７万円、△１３．２％）で、資本的支出総額７億４，

５８６万円（△２，０１５万円、△２．６％）を計上しました。 

 

１０ 農業集落排水事業会計予算 

９億６，８２４万円 （前年度当初比 △３３万円、△０．０％）  

※収益的支出と資本的支出の合計額 

収益的収支のうち総収益は、下水道使用料１億８，４９５万円(＋１４２万円、＋０．８％）、

一般会計補助金２億５，３４１万円(△３５５万円、△１．４％）など総額６億３，００１万円、総

費用は、処理場費２億１，４２４万円、減価償却費２億９，６２４万円、企業債利息２，３４６万

円など総額５億５，４２３万円（＋３７０万円、＋０．７％）を計上しました。 

資本的支出のうち建設改良費は、処理場機能診断調査業務などとして９５０万円、企業

債償還金は４億２５１万円(＋１９７万円、＋０．５％）で、資本的支出総額４億１，４０１万円

（△４０３万円、△１．０％）を計上しました。 
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第３ 財政見通し 
 

令和６年度当初予算は、前年度と同様に、令和５年度補正予算前倒し一体予算として編成し

ました。規模としては過去最大となり、これは人件費や扶助費などの義務的経費の増額に加え、

５次総を具現化し、“まだ見たことがない駒ヶ根市”をつくるため、様々な事業実施のための予算

を積極的に計上したことが大きな要因です。 

市財政の課題ですが、第一に、基金の繰入で収支を調整していることが挙げられます。特に

近年の予算編成では、ふるさと寄附金を原資としたふるさとづくり基金を取崩して一般会計の不

足分を穴埋めしています。本予算においてはふるさと寄附金活用分の６億８千万円を含め、こ

れまでで最大の７億１，０８１万円を同基金から繰り入れる予算となりました。市税や地方交付税

などの主要財源が横這いで推移していく状況を考えると、基金に大きく依存する状態を変えて

いかなければなりません。物価高騰や高齢化を背景に、人件費や扶助費等の財政需要の増加

は続くと見込まれます。寄附金に頼らず、収入に見合う規模に縮小する必要があります。 

課題の二点目としては、財政健全化の指標となる将来負担比率を低下させること、起債の残

高を減らし、基金を維持・増額することが挙げられます。これまでの行財政改革プランでも目標

に位置づけ取り組んできた結果、将来負担比率はここ数年で劇的に改善しました。その主な要

因は普通債の残高の減少と、基金の増額です。しかし本予算編成の結果、令和６年度末見込と

して、普通債が令和５年度末見込比２億８，３００万円の増、基金は４億円減少する見通しとなりま

した。今後、昭和伊南総合病院の建替えが本格的にスタートします。本予算では病院周辺

整備事業に関する予算も計上しました。建設償還金等の市負担額が財政へ与える影響は

大きなものとなります。積極的な投資により、起債が増え、基金が減るということは起こりうること

ではありますが、同時に、将来に過度な負担を残さない財政運営が必要といえます。 

基金については、ふるさと寄附の取り組みを促進し令和３年度以降毎年５億円以上の寄付を

いただき、ふるさとづくり基金へ積み立ててきました。令和５年度は過去最高となる７億円超の積

立てができる見通しです。また、高原の観光施設整備を目的とした基金も新たに創設しました。

緊急時の備えや公共施設の大規模更新など、大きな財政負担に対応できるよう、計画的な基金

の増額に取り組みます。 

令和４年度決算では、財政健全化判断比率や収支バランスが改善する結果となりました。

一方で、人件費や扶助費の上昇は今後も続くと予想されます。人口減少や少子化への対応

や対策、老朽化が進むインフラの整備なども大きな課題です。社会情勢の変化に柔軟に対

応し、５次総を推進しながら、行財政改革プラン２０２２に基づいた財政健全化へ取り組みを

継続していきます。 
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第４ 予算編成の背景 
 

１ 経済動向 
 

令和５年度の日本経済は、コロナ禍の３年間を乗り越え、改善しつつあります。３０年ぶりとなる

高水準の賃上げや企業の高い投資意欲など、経済の先行きには前向きな動きが見られており、

デフレから脱却できる千載一遇のチャンスを迎えているといえます。 

他方、賃金上昇は物価上昇に追いついておらず、個人消費は依然力強さを欠いています。こ

れを放置すれば再びデフレに戻るリスクがあり、また潜在成長率が０％台半ばの低い水準で推

移しているという課題もあります。こうした中、令和５年度の実質国内総生産（実質ＧＤＰ）成長率

は１．６％程度、名目国内総生産（名目ＧＤＰ）成長率は５．５％程度、消費者物価（総合）は３．

０％程度の上昇になると見込まれます。 

令和６年度については、総合経済対策の進捗に伴い、官民連携した賃上げを始めとする所得

環境の改善や企業の設備投資意欲の後押し等が相まって、民間需要主導の経済成長が実現す

ると期待されています。こうしたことから、令和６年度の実質ＧＤＰ成長率は１．３％程度、名目ＧＤ

Ｐ成長率は３．０％程度、消費者物価（総合）は２．５％程度の上昇率になると見込まれています。 

ただし、海外景気の下振れリスクや物価動向に関する不確実性、金融資本市場の変動等の影

響には十分注意する必要があります。（以上、「令和６年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（令

和５年１２月２１日閣議決定）」から抜粋） 

令和５年１１月の市内景気動向調査結果から、主に観光業でコロナ５類移行により動きが活発

になってきたとしている一方、全体としては物価高騰や人手不足の影響があると回答しています。

また、製造業では老朽化した機械設備の更新や新規事業開拓に向けた設備投資に加え、人手

不足対策のために省力化を進める動きがみられます。 

今後半年の見通しとして、「良くなる」と回答した企業２９．５％に対し、「悪くなる」と回答した企

業が１５．９％、「わからない」との回答は１８．２％でした。国内外の情勢や物価状況、半導体関連

部品やＥＶシフトなどの動向を注視していることが見受けられます。     （参考資料 Ｐ４７） 

 

２ 国の予算動向 
 

国の令和６年度予算案は、令和５年度補正予算と一体として編成され、足下の物価高に対応し

つつ、持続的で構造的な賃上げや、デフレからの完全脱却と民需主導の持続的な成長の実現

に向け、人への投資、ＧＸ、ＤＸ、半導体、ＡＩ等の分野での投資の促進、少子化対策・こども政策

の抜本強化を含む包摂社会の実現等による新しい資本主義の加速や、外交・安全保障環境の変

化への対応、防災・減災、国土強靭化等の国民の安全・安心の確保等、メリハリの効いた予算編

成となっています。 
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予算規模は１１２兆５，７１７億円で、前年度当初比１兆８，０９５億円、１．６％の減少となりました。

税収は６９兆６，０８０億円で、前年度当初比で１，６８０億円、０．２％の増加を見込んでいます。一

方で、公債金は３５兆４，４９０億円で、前年度当初比で１，７４０億円、０．５％の減額となっていま

す。歳出のうち社会保障関係費は３７兆７，１９３億円で、前年度当初比で８，５０６億円、２．３％の

増加となっています。地方交付税交付金等は１７億７，８６３億円で、前年度当初比で１兆３，８７１

億円、８．５％の増額となりました。国債費は２７兆９０億円で、前年度当初比で１兆７，５８７億円、

７．０％の増加となっています。公債依存度は３１．５％で前年度比０．４％上昇しました。 

（参考資料 Ｐ４７） 

 

３ 地方財政計画 
 

令和６年度の地方財政計画の規模は９３兆６，５００億円で、前年度当初比で１兆６，１０

０億円、１．７％の増加となりました。一般財源総額は６５兆６，９８０億円で、前年度当初比

で１．０％の増加、交付税不交付団体を除くと６２兆７，１８０億円となり、０．９％の増加とな

りました。人件費や社会保障関係費の増加が見込まれる中、地方団体が住民のニーズに

的確に応えつつ、地域のデジタル化や脱炭素化など様々な行政課題に対し、安定的に

サービスを提供できるよう、地方交付税等の一般財源総額について前年度を上回る額を

確保した計画となっています。 

歳入のうち定額減税の影響を受ける地方税収は４２兆７，３３０億円で、前年度当初比

で１，４２１億円、０．３％の減少を見込む一方、補填財源となる地方特例交付金等は１兆

１，３２０億円、前年度当初比９，１５１億円、４２１．９％の大幅増となりました。地方譲与税

は２兆７，２９２億円で、前年度当初比で１，２９１億円、５．０％の増加と見込んでいます。

地方交付税は１８兆６，６７１億円で、前年度当初比で３，０６０億円、１．７％の増加となっ

ています。地方債のうち臨時財政対策債は４，５４４億円で、前年度当初比で５，４０２億円、

５４．３％の大幅な減少となりました。 

歳出のうち給与関係経費は２０兆２，３００億円で、前年度当初比で３，２４７億円、１．

６％の増加となりました。一般行政経費は４３兆６，９００億円で、前年度当初比１兆６，０５

９億円、３．８％の増加となり、社会保障費が多くを占める補助分が４．９％増加、単独分も

２．８％増加しました。デジタル田園都市国家構想事業費は前年度と同額の１兆２，５００

億円が計上されました。 

投資的経費は１１兆９，９００億円で、前年度当初比１６９億円の増加となりました。このう

ち新設のこども・子育て支援事業費に５００億円、脱炭素化推進事業費が前年度同額の１，

０００億円、それぞれ計上されました。     （参考資料 Ｐ４８） 
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　　第５　一般会計当初予算主要事業

1

2

3

4

5

6

※
　　 ＊「重点プロジェクト」は、計画期間内（５年間）に推進する事業のうち、
　　　  特に優先的、重点的、政策横断的に取り組むものです。

1  ひとづくり

1
2
3
4

 未来を担うひとづくりを進めます
 ともに学び、文化やスポーツに親しめるまちづくりを進めます
 協働のまちづくりを進めます
 人権を尊重し、互いに理解し合える地域づくりを進めます

2
 健康づくり・支え合い
 の地域づくり

1
2
3

 健康長寿を推進します
 安心の地域医療を確保します
 支え合う福祉のまちづくりを進めます

3  ひとの流れづくり
1
2

 訪れたくなる魅力的な観光地域づくりを進めます
 移り住みたくなる魅力に富んだまちづくりを進めます

4  しごと・ものづくり
1
2

 地域資源と新技術を活かした農林業を振興します
 にぎわいと活力ある商工業を振興します

5  安心・快適なまちづくり
1
2
3

 カーボンニュートラルに向けた取組を進めます
 ひとにやさしい安全・安心・快適な都市基盤整備を進めます
 災害に強く、安全に暮らせるまちづくりを進めます

※ 新たな時代への対応外
　行財政改革
　特徴的な事業
  市政施行70周年記念事業　外

カーボンニュートラル推進プロジェクト

ＤＸ戦略事業

竜東振興プロジェクト

地域資源を活かした観光地域づくりプロジェクト

１　第５次総合計画基本構想体系

基本目標 基本政策

　●基本理念　　愛と誇りと活力に満ちた駒ヶ根市の創造
　●将 来 像    誰もが自由闊達にいきいきと活躍する広場のようなまち

重点プロジェクト　外

少子化対策・子育て支援プロジェクト

共生社会づくりプロジェクト

生涯活躍のまちづくりを軸とした中心市街地（まちなか）再構築プロジェクト
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№
予算額
（千円）

147,613

結婚支援･出会いサポート事業 8,522

結婚新生活支援事業 7,000

新 地域子育て交流拠点施設整備事業 5,600

新 出産･子育て応援交付金事業 20,044

赤ちゃん育児ライフ応援事業 10,120

妊婦等支援タクシー券事業 702

地域定着奨学生支援事業 1,250

拡 地域子どもの未来応援事業 3,600

（総務部　企画振興課） 子育て参画促進事業 820

（産業部　商工観光課） 新 物価高騰対策マイホーム取得支援事業 30,000

すずらん公園噴水排水対策 1,300

こまっ子広場多目的トイレ設置外 21,000

（建設部　都市計画課） こまっ子広場園路チップ敷均し 1,000

拡 ファミリーサポート事業 3,949

きっずらんど、まぁるくなあれ♪事業 9,608

子育て支援アプリ 367

拡 いい育児の日関連イベント事業 900

ほほえみ支援事業（不妊治療費助成） 4,200

保育所等おむつ処分支援事業 3,386

（教育委員会　子ども課） 通学カバン贈呈事業 3,740

図書館運営事業（図書購入費全体） 8,800

読書活動推進事業
（ﾌﾞｯｸｽﾀｰﾄ、ｾｶﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ、ｻｰﾄﾞﾌﾞｯｸ）

1,355

（教育委員会 社会教育課） 子育て全力応援事業（アルプスドーム開放） 350

２　主要事業等一覧表

　　【重点プロジェクト】　　　　

プロジェクト名　（担当部署） 事業内容

1

少子化対策・子育て支援
プロジェクト

　少子化に歯止めがかからない危機的な状況を打開す
るため、地域と連携し、全市挙げての少子化対策に取り
組む。

主要事業から一部を抜粋し掲載
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№
予算額
（千円）

154,988

（民生部　福祉課）

（民生部　地域保健課） 重層的支援体制整備事業 147,131

（教育委員会　子ども課）

新 介護資格取得・就労支援事業（介護特会） 5,815

（民生部　地域保健課） 新 介護人材確保・育成支援事業（介護特会） 1,920

新 低所得妊婦初回受診費用補助 20

（教育委員会　子ども課） 新 ヤングケアラー相談システム導入 102

147,430

新しい人の流れづくり事業
（教育旅行、ワーケーション）

6,600

地域拠点を活用した高齢者の活躍の場づくり事業 2,500

拡
連携によるまちなか活性化事業

（えがおポイントデジタル化）
2,000

地域おこし協力隊(学びと交流) 5,200

拡 駒ヶ根大使村プロジェクト・駒ヶ根フォーラム 900

（総務部　企画振興課） 拡 居住誘導区域定住促進事業 858

こまがね健康ステーション（一般会計） 569

（民生部　地域保健課） こまがね健康ステーション（介護特会） 10,109

拡 市街地再生推進事業 4,907

（産業部　商工観光課） 地域おこし協力隊（中心市街地活性化） 6,187

（建設部　都市計画課） 新 優良建築物等整備事業 66,000

（教育委員会　子ども課） 新 私立保育所運営・補助事業（J's保育園） 41,600

181,734

6次産業化推進事業補助 1,000

拡 竜東振興拠点施設基本設計 6,750

拡 竜東土地改良基盤整備事業 114,500

拡 スマート農業推進事業 5,000

拡 シルクミュージアム運営事業 43,522

（産業部　農林課） 駒ヶ根ふるさとの家運営事業 10,962

拡

4

竜東振興プロジェクト
　新宮川岸地区に農業振興を踏まえた新たな交流拠点
を整備し、高原や中心市街地とつながることで市全体の
賑わいや活性化につなげる。

2

共生社会づくりプロジェクト
　少子高齢化、人口減少、核家族化の進展による諸課
題に対し、制度・分野の関係を超えて、豊かに暮らし続
けられる地域共生社会を目指す。

プロジェクト名　（担当部署） 事業内容

3

生涯活躍のまちを軸とした
中心市街地（まちなか）再構築

プロジェクト

　生涯活躍のまちづくりなどにより、まちなかの魅力を高
め、人が集う中心市街地をつくる。
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№
予算額
（千円）

58,470

（総務部　企画振興課） 公共交通サービス（山麓周遊バス） 3,000

新 観光パンフレット・プロモーション動画作成 2,020

駒ヶ根高原イベント事業 1,000

拡 中央アルプス魅力体感事業 2,100

駒ヶ根高原グランドデザイン具現化事業 2,000

観光中核拠点施設再整備基本調査 2,000

駒ヶ根キャンプセンターリノベーション実施設計 10,000

駒ヶ根高原温泉開発(株)補助金 20,200

観光施設改修（こまくさの湯外） 11,150

（産業部　商工観光課） 檜尾登山道改修、千畳敷遊歩道改修 5,000 （一部R5補正）

68,492

（総務部　総務課） 庁舎照明器具LED化事業 24,500

新 電気自動車購入 2,700

（総務部　中沢支所） 中沢支所照明器具LED化事業 5,446

（総務部　東伊那支所） 東伊那支所照明器具LED化事業 1,300

拡 えがおポイントエコ事業 800

（民生部　生活環境課） 資源循環推進事業 11,771

（民生部　生活環境課）
（教育委員会　子ども課）

新
公共施設再生可能エネルギー設置

実施設計
3,795

（産業部　農林課） 森林の里親促進事業 480

（建設部　建設課）
市単交通安全施設整備事業

（道路照明LED化）
5,000

新 農村交流広場照明器具LED化事業（実施設計） 700

（教育委員会 社会教育課） 新 社会体育館照明器具LED化事業 12,000

事業内容

6

カーボンニュートラル推進
プロジェクト

　温室効果ガスの排出により地球温暖化が進行し、世
界各地で自然災害等が発生している。カーボンニュート
ラルな社会実現に向け、様々な施策に取り組む。

5

地域資源を活かした
観光地域づくりプロジェクト

　地域資源のブラッシュアップや情報通信技術の活用
により、人々を引き付ける魅力的な観光地域づくりに取
り組む。

プロジェクト名　（担当部署）

20



№
予算額
（千円）

167,942

（総務部　総務課） 新 行政チャンネルデータ放送実装 2,500

新
上伊那広域連合負担金

（情報システム標準化・共通化）
36,084

チャットグループウェアツール 2,809

新 財務・人事システム更新 9,074

新 ＡＩアシスタントbot導入（生成ＡＩ活用）事業 1,760

新 公共施設予約システム連携スマートロック導入 2,046

ＤＸ推進リーダー職員育成研修 5,000

（総務部　企画振興課） 新 ＤＸ推進支援業務委託 8,600

（総務部　財政課） 新 入札参加申請受付・審査システム導入 2,350

（総務部　危機管理課） 新 防災行政無線システム改修事業 93,777

（総務部　税務課） 和紙公図等補修･電子化事業 3,942

91,085

公共交通サービス　こまタク運行システム 1,100

（総務部　企画振興課） 新 市民デジタルスキル向上支援 2,000

（産業部　農林課） 拡 スマート農業導入支援補助 4,000

拡 テレワーク推進事業（テレワークオフィス運営） 4,802

拡 移住マッチングサービス事業 1,166

（産業部　商工観光課） 駒ヶ根高原グランドデザイン具現化事業 2,000

学校ICT化推進事業 75,548

新 ヤングケアラー相談システム導入 102 （再掲）

（教育委員会　子ども課） 子育て応援アプリ　こまっぷby母子モ 367

事業名　　（担当部署） 事業内容

7

行政ＤＸ
　デジタル技術による行政手続きをはじめとする市民
サービスの向上、市の内部業務の高度化・効率化を図
る。

8

地域ＤＸ
　地域課題解決や暮らしやすい地域を構築するため、
市民や事業者と協力してデジタル技術によるサービスを
創出する。

　　【ＤＸ戦略事業】　　　　 主要事業から一部を抜粋し掲載主要事業から一部を抜粋し掲載
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№
予算額
（千円）

5,853

【1-1-1】

ほほえみ支援事業（不妊治療費助成） 4,200 （再掲）

拡 産後ケア事業 603

新生児聴覚検査 1,000

多児妊婦健診追加補助 50

（教育委員会　子ども課） 新 低所得妊婦初回受診費用補助 20

31,049

【1-1-1】

子宮頸がん予防ワクチン個別接種
（キャッチアップ分含む）

30,779

（教育委員会　子ども課） 子宮頸がん予防ワクチン任意接種補助 270

35,314

【1-1-1】

（教育委員会　子ども課） 児童発達支援施設つくし園の運営 35,314

463,205

【1-1-1】

（民生部　市民課） 拡 児童手当扶助費 463,205

2,700

【1-1-2】

（教育委員会　子ども課） 策定業務委託 2,700

3,171

【1-1-2】

（教育委員会　子ども課） 人件費（アドバイザー外） 3,171

36,598

【1-1-2】

子ども交流センター４館、子どもクラブ２館運営 35,798

（教育委員会　子ども課） 新 赤穂東子ども交流センター空調設備設置 800

　　【基本目標１】　ひとづくり

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

9

　母子保健事業
　（不妊治療費助成外）

　妊娠期から子育て期までの健診、相談、訪問、指導事
業を行い、安心して子どもを産み育てることができるよう
に切れめない支援を行う。

13

　第３期子ども・子育て
　支援事業計画策定

　子ども・子育て支援法に基づく子ども・子育て支援事
業計画（第３期）を令和５年度～６年度で策定する。

10

　子宮頸がん予防ワクチン接種
　（予防接種事業）

　予防接種法に基づく子宮頸がん予防ワクチンの定期
接種及び任意接種を促進する。

11

　児童発達支援事業
　障がいや発達特性がある幼児や児童に対して療育訓
練により、日常生活の自立及び集団生活適応力、社会
力をつける。

12

　児童手当支給
　子どもの健やかな育ちを支援するため、１２月からは高
校生年代までの子どもに対象を拡大して児童手当を支
給する。

14

　幼児教育アドバイザー
　子育て支援、保育、幼保小連携を効果的に実施する
ため包括的にコーディネイトする人材を配置する。

15

　子ども交流センターの運営
　放課後児童の安全な居場所、健全な遊びの場を提供
する。

主要事業から一部を抜粋し掲載
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№
予算額
（千円）

394,458

【1-1-3】

幼稚園運営事業（２園） 34,693

保育所運営事業（８園） 359,765

（教育委員会　子ども課） 新 ※障がい児担当保育士増員

23,340

【1-1-3】

（教育委員会　子ども課） 病児・病後児保育（駒ヶ根・他市町村） 23,340

165,493

【1-1-5】

新 地元農産物配送業務委託 559

（教育委員会　子ども課） 駒ヶ根市給食財団補助金・負担金 164,934

75,548

【1-1-5】

大型提示装置 22,302

ＩＣＴ支援員派遣委託 12,674

（教育委員会　子ども課） その他保守等事業委託外 40,572

36,451

【1-1-5】

英語指導助手（ＡＬＴ４名） 15,915

（教育委員会　子ども課） 専科教員（中学校） 20,536

5,366

【1-1-5】

（教育委員会　子ども課） 看護師（小学校） 5,366

12,920

【1-1-5】

新 赤穂小学校電話交換機等更新 3,520

新 保健室空調設備更新 3,900

新 赤穂中学校耐力度調査 1,500

新 東中バスケットゴール更新 3,000

（教育委員会　子ども課） 新 赤穂東・東伊那小トイレ改修実施設計 1,000

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

16

　公立幼稚園・保育園の運営
　公立幼稚園・保育園の運営を通じて、子どもたちの健
やかな育ちを支援する。

17

　病児・病後児保育事業
　病気治療中または回復期にある子どもを一時的に預
かる病児・病後児保育を実施する。

（再掲）

20

　教科指導の強化
　学力向上や健やかな学校生活に向け、各種学習支援
に必要な職員を配置する。

22

　学校施設改修・設備更新 　学校の老朽化した施設改修及び設備の更新を行う。

18

　学校給食センター管理
　各学校への学校給食の提供のため、物資の調達、施
設管理、献立作成、衛生管理等を行う。

19

　学校ＩＣＴ化推進事業
　ＧＩＧＡスクール構想に基づき、学校ＩＣＴ環境の整備を
計画的に進め、効果的な運用を図る。

21

　病弱・身体虚弱児等の支援
　病弱・身体虚弱児等の学校生活を支援するための職
員を配置する。

23



№
予算額
（千円）

3,858

【1-1-6】

学校支援ボランティア 1,170

拡 特色ある学校づくり補助 2,850

（教育委員会　子ども課） 部活動指導員 1,008

638

【1-2-2】

小鍛治古墳支障木伐採 297

新 郷土館パネル制作 341

500

【1-2-2】

枯損木及び支障木処理等委託 500

563,229

【1-2-3】

新 総合文化センター屋根・外壁改修 552,262

新 空調設備更新実施設計 10,967

8,000

【1-2-4】

駒ヶ根市負担金 8,000

2,062

【1-2-4】

新 アンバサダー交流事業外 2,062

18,381

【1-2-4】

拡 ホッケー場設計業務外 18,381

13,681

【1-3-1】

新 市民活動支援センター運営 12,681

（総務部　企画振興課） 協働のまちづくり支援補助 1,000

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

23

　学校支援ボランティア等
　地域との連携により、地域力を活用して子どもたちの
学力向上や部活動の支援を図る。

24

　文化財保存事業 　市文化財の保存、活用及び整備を行う。

（教育委員会　社会教育課）

27

　信州駒ヶ根ハーフマラソン
　大会

　第１１回大会を実施する。

（教育委員会　社会教育課）

29

　国民スポーツ大会
　競技施設基本設計

　国スポ大会の会場となる馬住ヶ原運動場の改修に向
けた実施設計を行う。

（教育委員会　社会教育課）

25

　十二天の森管理運営事業
　市街地域に残る平地林である十二天の森を市民の森
として整備し活用と保存を行う。

（教育委員会　社会教育課）

26

　総合文化センター改修事業
　文化センター施設の長寿命化に向けた大規模改修や
設計を行う。

（教育委員会　社会教育課）

28

　国民スポーツ大会
　運営事業

　国スポ大会のホッケー競技開催に向け、競技の普及
やスポーツの振興を図る。

（教育委員会　社会教育課）

30

　協働のまちづくり支援事業
　市民活動支援センターなどを通じて、市民参加と協働
のまちづくりを推進する。

24



№
予算額
（千円）

1,395

【1-3-2】

（総務部　総務課） 新 講師報償外 1,395

600

【1-3-2】

（総務部　総務課） 地域振興花火大会応援事業補助金 600

№
予算額
（千円）

41,045

【2-1-1】

（民生部　地域保健課） 健診等委託料 41,045

1,344

【2-1-1】

（民生部　地域保健課） 心理士相談、講演会等講師報償 1,344

1,208,308

【2-2-1】

介護保険特別会計繰出金 524,087

国民健康保険特別会計繰出金 197,540

（民生部） 後期高齢者医療特別会計繰出金・関連事業 486,681

218,100

【2-2-1】

子ども医療費 130,000

心身障がい者医療費 41,000

高齢心身障がい者医療費 34,000

（民生部　市民課） 母子父子医療費 13,100

576,125

【2-2-2】

（総務部　財政課） 昭和伊南総合病院負担金 576,125

32

　地域振興花火大会応援事業
　地域内の活動団体が地域活性化を目的に実施する
花火大会を支援する。

31

　自治組織の在り方検討
　自治組織の抱える課題を自治組織とともに研究し、課
題解決に向けた提言を行う。

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

34

　精神保健・自殺対策事業
　様々な悩みに気づき、寄り添うため、相談体制を強化
し、庁内及び関係機関との連携を図る。

35

　安心して受けられる医療・
　介護の確保

　いつでも安心して受けられる医療保険制度を確保す
るとともに、介護が必要になっても地域で安心して暮ら
せるように、保険制度を充実させる。

　　【基本目標２】　健康づくり・支え合いの地域づくり

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

33

　健康診査事業
　病気の早期発見・早期治療の推進、重症化を予防す
るため、各種健診を実施する。

36

　福祉医療制度
　子育て世帯や障がい者等の医療費による経済負担を
軽減するため、医療費を給付する。

37

　地域医療体制の充実
　地域医療の要である昭和伊南総合病院の経営を支援
する。

主要事業から一部を抜粋し掲載
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№
予算額
（千円）

31,204

【2-3-1】

拡 重層的支援体制整備事業（多機関協働事業外） 15,207 （一部再掲）

（民生部　福祉課） 生活支援体制整備事業 15,997

934,000

【2-3-2】

（民生部　福祉課） 介護・訓練給付費 934,000

25,271

【2-3-2】

日常生活用具給付 7,000

移動支援（外出支援） 15,000

訪問入浴サービス給付 2,261

（民生部　福祉課） タイムケア・地域生活支援事業 1,010

194,778

【2-3-3】

生活保護費 190,000

（民生部　福祉課） 就労準備支援事業 4,778

98,340

【2-3-3】

児童扶養手当 92,000

高等職業訓練促進事業 5,380

（民生部　福祉課） 高校等通学交通費助成 960

№
予算額
（千円）

5,000

【3-1-1】

檜尾登山道改修 3,500 （再掲）

（R5⇒R6繰越、国補正）

（産業部　商工観光課） 千畳敷遊歩道改修 1,500 （再掲）

42

　ひとり親家庭等の生活支援
　ひとり親家庭の生活安定のための支援、自立促進を
図り、児童の健全な成長を図る。

　　【基本目標３】　ひとの流れづくり

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

38

　包括的支援体制の整備
　複雑化した課題に対し、地域とともに分野を超え、当
事者中心の支援体制を整備する。

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

39

　障がい者福祉サービス事業
　障害者総合支援法に基づく福祉サービスを利用した
費用から利用者負担を控除した額を給付費として事業
所へ支給する。

40

　障がい者の地域生活支援
　（地域生活支援事業）

　創意工夫により地域の実情に即して障がい者の日常
の地域生活サービスを行う。

43

　中央アルプス保全活用事業
　（檜尾小屋・登山道整備等）

　中央アルプス国定公園化、安心安全で魅力ある山岳
観光地を形成するため、保全と活用を図りながら、地域
振興につなげる。

　生活困窮者の最低限度の生活を保障するとともに、自
立に向けた支援をする。

　生活困窮者の支援

41

主要事業から一部を抜粋し掲載
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№
予算額
（千円）

17,000

【3-1-1】

駒ヶ根高原グランドデザイン具現化事業 2,000 （再掲）

観光中核拠点施設再整備基本調査 2,000 （再掲）

（産業部　商工観光課） 駒ヶ根キャンプセンターリノベーション実施設計 10,000 （再掲）

（総務部　企画振興課） 公共交通サービス（山麓周遊バス） 3,000 （再掲）

11,150

【3-1-1】

こまくさの湯ホール空調、防犯カメラ設置 8,500

ファームス空調機器更新 1,000

（産業部　商工観光課） クライミングウォール防犯カメラ設置 1,650

14,900

【3-1-2】

新 観光パンフレット・プロモーション動画作成 2,020 （再掲）

駒ヶ根高原イベント事業 1,000 （再掲）

（産業部　商工観光課） 拡 中央アルプス魅力体感事業 2,100 （再掲）

地域おこし協力隊（山岳活動2名） 9,780

47,841

【3-2-1】

地域おこし協力隊（空き家対応） 4,573

拡 移住マッチングサービス事業 1,166 （再掲）

こまがねリアル体験住宅事業 602

新 物価高騰対策・マイホーム取得支援事業 30,000 （再掲）

空き家バンク成約奨励金 1,500

空き家改修補助金 3,000

空き家バンク片付け補助金 2,000

（産業部　商工観光課） ＵＩＪターン就業・創業移住支援事業 5,000

606,600

【3-2-2】

新しい人の流れづくり事業
（教育旅行、ワーケーション）

6,600 （再掲）

（総務部　企画振興課） ふるさと寄附（積立金、返礼品業務外） 600,000

　ＵＩＪターン事業を推進し、地域活性化を図るため、情
報発信等による定住促進に取り組む。

45

　観光施設改修
　（高原観光地整備事業）

　駒ヶ根高原の観光施設の改修を行う。

46

　観光振興事業
　地域の価値を高める観光地域づくりを推進し、誘客効
果を高める事業を展開する。

44

　駒ヶ根高原グランドデザイン
　具現化等

　駒ヶ根高原グランドデザインを具現化するための実証
実験や拠点施設再整備調査等を行う。

　移住交流促進事業

47

48

　駒ヶ根のファンづくり
　（関係人口創出）

　駒ヶ根に関心を持つ人たちとの繋がりを築く仕組みを
つくり、関係人口の増加につなげる。

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

27



№
予算額
（千円）

6,700

【3-2-2】

拡 高校と連携した人材育成事業 1,500

（総務部　企画振興課） 地域おこし協力隊（域学連携） 5,200

№
予算額
（千円）

71,798

【4-1-1】

（産業部　農林課） 中山間地域等直接支払事業 71,798

135,746

【4-1-1】

多面的機能支払交付金 95,746

（産業部　農林課） 新 緊急浚渫推進事業負担 40,000

34,234

【4-1-2】

新規就農者育成総合対策事業 29,175

担い手育成推進事業 1,759

農業収入保険加入促進補助金 2,300

（産業部　農林課） 6次産業化推進事業補助 1,000 （再掲）

43,522

【4-1-2】

拡 シルクミュージアム管理運営事業 43,522

新 地域おこし協力隊 (5,198)

（産業部　農林課） 新 カイコプロジェクト (532)

5,000

【4-1-3】

（産業部　農林課） 拡 スマート農業推進事業 5,000 （一部再掲）

　　【基本目標４】　しごと・ものづくり

事業名　　（担当部署）【5次総施策】

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

49

　高校と連携した人材育成
　事業（ウミガメプロジェクト）

　地元の高校と連携、探究的な学びを通して若者が地
域に関心を持ち、ふるさと回帰の動機付けを図る。

50

 農村地域の活性化
　中山間地域の振興と地域ぐるみの農村環境保全に取
り組み、農業と共生できる地域社会を構築する。

51

　農地事業
　水田の利活用促進に必要な基盤整備を進め、営農条
件を改善し、農作業の効率化を図る。

事業内容

52

（再掲）

54

　スマート農業の推進
　省力化・効率化による経営規模の拡大、高品質な農
産物生産、誰もが取り組みやすい農業の実現を図る。

53

　シルクミュージアム管理運営
　郷土の養蚕と製糸の歴史を学ぶ場として施設の管理
運営、体験工房の運営を行う。

　魅力ある地域農業の創出
　担い手や後継者の育成確保、農家所得の向上と安定
のための取り組みを行う。

主要事業から一部を抜粋し掲載
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№
予算額
（千円）

33,734

【4-1-4】

（産業部　農林課）
拡

森林環境譲与税活用事業
（市有林明確化、林道補修、松くい対策外）

33,734

17,614

【4-2-2】

拡 生涯活躍のまち推進事業 17,614 （一部再掲）

（総務部　企画振興課） 地域おこし協力隊(学びと交流) (5,200) （再掲）

4,100

【4-2-2】

KOMA夏・商工まつり 3,100

（産業部　商工観光課） 商店街賑わい創出事業 1,000

10,187

【4-2-2】

中心市街地再生推進業務 3,500 （再掲）

新 エリアプラットフォーム補助 500 （再掲）

（産業部　商工観光課） 地域おこし協力隊（中心市街地活性化） 6,187 （再掲）

22,955

【4-2-3】

新 企業立地ニーズ調査 3,905

（産業部　商工観光課） 特定地域工場等設置補助 19,050

20,600

　【4-2-4】

販路拡大事業 6,000

中小企業人材育成事業 1,000

新 求人活動強化支援 4,000

新 遠距離通勤人材確保支援 1,000

新 地域学生就職支援 500

専門家派遣事業 100

（産業部　商工観光課） 新 地域の稼ぐ力強化・発信事業 8,000

56

　生涯活躍のまち推進事業
　誰もが役割と居場所を持ち、多世代交流のコミュニ
ティを構築する取り組み推進する。

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

55

　森林環境譲与税を活用した
　森林整備等

　森林の持つ多面的機能を持続的に発揮できるように
するため、森林環境譲与税と森林環境譲与税基金を有
効活用し、計画的な森林整備を進める。

59

　企業誘致推進事業
　企業誘致を推進し、雇用の創出や地域経済の活性化
を図る。

60

　新たな成長戦略、人材確保等
　重点支援

　中小企業の販路拡大や人材育成・確保を支援する。

57

　まちなか賑わいイベント
　中心市街地の賑わいと活気を取り戻すためのイベント
に対して経費の一部を補助する。

58

　市街地再生推進事業
　中心市街地の再生に向けた取り組みやまちなかの将
来像の検討を地元や関係機関と進める。

29



№
予算額
（千円）

4,595

　【5-1-1】

（民生部　生活環境課） 拡 えがおポイントエコ事業 800 （再掲）

（民生部　生活環境課）
（教育委員会　子ども課）

新
公共施設再生可能エネルギー設置

実施設計
3,795 （再掲）

12,079

【5-1-2】

ごみ減量資源化対策事業
（生ごみ処理機補助、不要食器資源化外）

10,924

（民生部　生活環境課） 大田切リサイクルステーション施設管理 1,155

46,789

【5-2-1】

長野県住宅供給公社への管理代行 21,289

（建設部　都市計画課）

市営住宅長寿命化事業
(公営住宅老朽化対策工事含）

25,500

91,700

【5-2-1】

公園施設長寿命化対策支援（丸塚公園、下平公園） 51,500

（R5⇒R6繰越、国補正）

公園施設長寿命化対策支援（こまっ子広場） 21,000

新 公園施設長寿命化計画策定（2期目） 17,000

（建設部　都市計画課） 子育て全力応援（園路整備外） 2,200 （再掲）

906,232

【5-2-2】

道路・橋梁関連事業費 711,332

河川事業費 7,600

（R5⇒R6繰越、国補正外）

道路メンテナンス橋梁長寿命化修繕 71,300

社資道路舗装事業（上穂本線外） 3,000

社資通学路交安事業（光前寺南線外） 85,000

新 新病院周辺整備事業 20,000

（建設部　建設課） 市単道路改良事業 8,000

62

　ごみの減量と資源化推進
　廃棄物の発生抑制、再使用、再資源化により、ごみを
出さない取り組みを進める。

　　【基本目標５】　安心・快適なまちづくり

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

61

　温暖化防止事業
　地球温暖化防止、自然にやさしいまちづくり、再生可
能エネルギーの推進を図る。

64

　公園の管理と活用
　（公園管理事業）

　公園施設の維持・活用と計画的な施設改修を行う。

65

　身近なインフラ整備の推進
　快適で安全な生活環境をつくるため、身近な道路や
橋梁などを計画的に整備する。

63

　市営住宅の管理
　（住宅管理事業）

　市民の住宅環境を確保するため、市営住宅の修繕等
の維持管理を行う。

主要事業から一部を抜粋し掲載
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№
予算額
（千円）

20,000

【5-2-3】 ※№65事業（建設課）除く

（建設部　都市計画課） 都市計画道路中割経塚線用地測量外 20,000

36,850

【5-2-4】

地域公共交通協議会負担金等 36,850

こまタク運行システム （1,100） （再掲）

山麓周遊バス実証事業 （3,000） （再掲）

（総務部　企画振興課） 拡 公共交通形成計画推進事業 （2,000） （再掲）

526,050

【5-2-5】

水道事業会計繰出金 4,284

公共下水道事業会計繰出金 268,353

（建設部　上下水道課） 農業集落排水事業会計繰出金 253,413

480

【5-2-6】

（建設部　都市計画課） まちづくり推進団体育成支援 480

1,400

【5-3-1】

（総務部　危機管理課） 拡 自主防災備蓄資機材整備事業 1,400

93,777

【5-3-1】

（総務部　危機管理課） 新 　防災行政無線システム改修 93,777 （再掲）

29,725

【5-3-1】

（総務部　危機管理課） 新 防災広場整備事業 29,725

66

　幹線道路網の整備
　道路ネットワークを形成するため、幹線道路網を計画
的に推進する。

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

68

　快適な生活環境づくり
　安全で安定した水道水を供給するとともに、快適な生
活環境を保てるよう下水道を整備するため、公営企業
会計に繰り出しを行い、経営の安定を図る。

69

　景観まちづくり推進事業
　景観に配慮した街並みを作るため、まちづくり推進団
体の育成等を行う。

67

　公共交通サービス
　交通弱者の移動手段を効果的に確保するため、デマ
ンド型乗合タクシーを運行する。

　自主防災備蓄資機材
　整備事業

　災害などに備え自主防災会が備蓄する資機材の整備
に対し補助を行う。

71

　防災行政無線システム改修
　事業

　防災行政無線システムの安定した運用を継続するた
め、機器の更新や子局の改修等を行う。

72

　防災広場整備事業
　福祉センター跡地に食料や保存水等を保管する倉庫
を備えた防災広場を整備する。

70

31



№
予算額
（千円）

5,000

【5-3-1】

（産業部　農林課） 新 雨水排水対策調査 5,000

15,400

【5-3-2】

新 消防団コミュニティ施設設計（1-2詰所） 6,000

（総務部　危機管理課） 消火栓更新（新設3基、修繕3基外） 9,400

№
予算額
（千円）

500

（総務部　総務課） 調査費 500

7,200

新 「それ 駒ヶ根でできます！」プロモーション事業 100

新 域学連携事業 400

映像制作を通じた郷土愛の醸成事業 1,500

（総務部　企画振興課） 地域おこし協力隊（域学連携） 5,200 （再掲）

750

（産業部　農林課） 拡 イベント費用外 750

150

（総務部　税務課） 市民懇話会報酬外 150

77

　糸平プロジェクト
　市出身の“天下の糸平”にスポットを当て、先人の偉業
に触れるとともに、郷土愛をはぐくむ契機とする。

78

　都市計画税市民懇話会
　都市計画税の諸課題に対し、市民懇話会を開催し広
く意見を聴取する。

　　【新たな時代への対応・その他施策】

事業名 事業内容

75

　駒ヶ根フューチャーズプラン
　職員の企画提案コンペにより選ばれた企画の事業化
を検討する。

76

　新駒ヶ根創造事業
　シン”KOMAGANE”PJ

　「新たな市民」の定義にかかる調査や市のプロモー
ション方法等を研究し、試行する。

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

　農村災害対策整備事業
　頻発する豪雨等を踏まえ、市内雨水排水対策の調査
を進める。

73

74

　消防施設管理事業
　消火栓、消防自動車等消防設備の整備、維持管理を
行う。

主要事業から一部を抜粋し掲載
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№
予算額
（千円）

1,500

（総務部　総務課） 新 記念行事費用 1,500

1,000

（産業部　農林課） 補助金 1,000 （再掲）

600

（産業部　商工観光課） 拡 補助金 600 （一部再掲）

500

（産業部　商工観光課） 新 補助金 500

3,200

新 磐田市寄贈遊具設置 300

新 駒ヶ根市オリジナル遊具の制作、設置 1,900

（建設部　都市計画課） 新 「磐田の森」看板更新 1,000

83

　友好都市親善事業
　友好都市・磐田市とオリジナル遊具の交換等を行い、
互いに親善を深める。

79

　市制施行70周年事業 　市制施行70周年の記念事業を実施する。

80

　６次産業化推進事業
　70周年を契機に地域を見つめなおし、農・商・工が連
携して魅力ある商品を創出する。

　　【駒ヶ根市制施行７０周年記念事業】

事業名 事業内容

82

　信州山の日タイアップイベント
　中央アルプス国定公園を舞台としたイベントなどを、
「信州山の日」とタイアップして企画する。

81

　中央アルプス魅力体感事業
　ロープウェイ往復運賃の割引事業を、友好都市の市
民に対して実施する。

主要事業から一部を抜粋し掲載
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【一般会計】 （単位　千円、％）

1
2
3
4
5
6
7
9
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
12
13
14

【特別会計・企業会計】 （単位　千円、％）

※

※

※

【全会計】 （単位　千円、％）

合計 26,917,494 25,783,021 1,134,473 4.4

全会計 ６年度 ５年度当初
前年度当初比較

増減額 増減率

合計 10,617,494 11,026,021 △ 408,527 △ 3.7
※公営企業会計は収益的支出と資本的支出の合計額

公共下水道事業会計 1,577,678 1,625,031 △ 47,353 △ 2.9
農業集落排水事業会計 968,240 968,570 △ 330 △ 0.0

駒ヶ根高原別荘地特別会計 21,490 18,568 2,922 15.7
水道事業会計 1,280,002 1,482,303 △ 202,301 △ 13.6

後期高齢者医療特別会計 538,257 464,472 73,785 15.9
公設地方卸売市場特別会計 0 61,327 △ 61,327 皆減

介護保険特別会計 3,385,134 3,466,008 △ 80,874 △ 2.3
国民健康保険特別会計 2,740,565 2,846,614 △ 106,049 △ 3.7

用地取得事業特別会計 106,023 93,023 13,000 14.0
中沢財産区会計 105 105 0 0.0

会計名 ６年度 ５年度当初
前年度当初比較

増減額 増減率

0.0
歳出合計 16,300,000 100.0 14,757,000 100.0 1,543,000 10.5

予備費 20,000 0.1 20,000 0.1 0

△ 4.2
諸支出金 5,000 0.0 5,000 0.1 0 0.0
公債費 1,636,136 10.0 1,708,716 11.6 △ 72,580

30.0
教育費 2,274,396 14.0 1,596,964 10.8 677,432 42.4
消防費 644,511 4.0 495,605 3.4 148,906

△ 3.2
土木費 1,462,915 9.0 1,114,072 7.6 348,843 31.3
商工費 725,877 4.5 749,653 5.1 △ 23,776

4.9
農林水産業費 999,682 6.1 781,084 5.3 218,598 28.0
労働費 17,216 0.1 16,407 0.1 809

5.9
衛生費 1,515,922 9.3 1,574,622 10.7 △ 58,700 △ 3.7
民生費 4,722,137 29.0 4,457,588 30.2 264,549

△ 1.4
総務費 2,142,709 13.1 2,101,909 14.2 40,800 1.9
議会費 133,499 0.8 135,380 0.9 △ 1,881

歳出（款） ６年度 ５年度当初
前年度当初比較

構成比 構成比 増減額 増減率

128.5
歳入合計 16,300,000 100.0 14,757,000 100.0 1,543,000 10.5

市債 1,262,600 7.8 552,600 3.7 710,000

0.0
諸収入 623,485 3.8 546,922 3.7 76,563 14.0
繰越金 150,000 0.9 150,000 1.0 0

49.8
繰入金 749,237 4.6 536,118 3.6 213,119 39.8
寄附金 603,500 3.7 403,000 2.7 200,500

15.2
財産収入 41,680 0.3 42,215 0.3 △ 535 △ 1.3
県支出金 962,410 5.9 835,533 5.7 126,877

0.2
国庫支出金 1,710,735 10.5 1,370,028 9.3 340,707 24.9
使用料及び手数料 128,621 0.8 128,307 0.9 314

△ 27.6
分担金及び負担金 289,444 1.8 285,432 1.9 4,012 1.4
交通安全対策特別交付金 2,100 0.0 2,900 0.0 △ 800

△ 30.0
地方交付税 3,720,000 22.8 3,863,000 26.2 △ 143,000 △ 3.7
地方特例交付金 88,200 0.5 126,000 0.9 △ 37,800

△ 7.3
環境性能割交付金 16,900 0.1 16,700 0.1 200 1.2
地方消費税交付金 845,000 5.2 912,000 6.2 △ 67,000

38.6
法人事業税交付金 86,800 0.5 77,600 0.5 9,200 11.9
株式等譲渡所得割交付金 17,600 0.1 12,700 0.1 4,900

7.7
配当割交付金 20,100 0.1 17,800 0.1 2,300 12.9
利子割交付金 1,400 0.0 1,300 0.0 100

1.7
地方譲与税 212,391 1.3 188,800 1.3 23,591 12.5
市税 4,767,797 29.3 4,688,045 31.8 79,752

構成比 構成比 増減額 増減率

令和６年度　一般会計・特別会計予算

歳入（款） ６年度 ５年度当初
前年度当初比較
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（単位　千円、％）

増減額 増減率 増減額 増減率

A B=A-F C=B/A D=A-G E=D/A F G

1,706,800 35,900 2.1 7,100 0.4 1,670,900 1,699,700

109,407 3,681 3.5 10 0.0 105,726 109,397

212,393 △ 22,066 △ 9.4 △ 7,315 △ 3.3 234,459 219,708

法人市民税 321,800 △ 18,385 △ 5.4 △ 7,305 △ 2.2 340,185 329,105

土地 524,090 △ 2,210 △ 0.4 △ 7,600 △ 1.4 526,300 531,690

家屋 1,096,970 △ 23,740 △ 2.1 △ 28,091 △ 2.5 1,120,710 1,125,061

償却資産 602,920 61,240 11.3 5,460 0.9 541,680 597,460

(純固定資産税) 2,223,980 35,290 1.6 △ 30,231 △ 1.3 2,188,690 2,254,211

13,167 △ 63 △ 0.5 △ 63 △ 0.5 13,230 13,230

固定資産税 2,237,147 35,227 1.6 △ 30,294 △ 1.3 2,201,920 2,267,441

145,850 3,010 2.1 1,570 1.1 142,840 144,280

208,000 25,000 13.7 △ 1,000 △ 0.5 183,000 209,000

93,800 △ 1,600 △ 1.7 △ 2,240 △ 2.3 95,400 96,040

31,000 3,200 11.5 0 0.0 27,800 31,000

23,400 △ 2,600 △ 10.0 12,609 116.8 26,000 10,791

市税合計 4,767,797 79,752 1.7 △ 19,560 △ 0.4 4,688,045 4,787,357

45,300 800 1.8 △ 1,524 △ 3.3 44,500 46,824

142,600 18,900 15.3 △ 1,769 △ 1.2 123,700 144,369

24,491 3,891 18.9 4,535 22.7 20,600 19,956

地方譲与税合計 212,391 23,591 12.5 1,242 0.6 188,800 211,149

1,400 100 7.7 99 7.6 1,300 1,301

20,100 2,300 12.9 △ 1,618 △ 7.5 17,800 21,718

17,600 4,900 38.6 3,017 20.7 12,700 14,583

86,800 9,200 11.9 1,160 1.4 77,600 85,640

399,600 △ 32,100 △ 7.4 △ 10,101 △ 2.5 431,700 409,701

445,400 △ 34,900 △ 7.3 △ 16,832 △ 3.6 480,300 462,232

845,000 △ 67,000 △ 7.3 △ 26,933 △ 3.1 912,000 871,933

16,900 200 1.2 △ 852 △ 4.8 16,700 17,752

26,200 △ 800 △ 3.0 △ 34 △ 0.1 27,000 26,234

0 0 0.0 0 0.0 0 0

62,000 △ 37,000 △ 37.4 5,954 10.6 99,000 56,046

88,200 △ 37,800 △ 30.0 5,920 7.2 126,000 82,280

2,100 △ 800 △ 27.6 △ 81 △ 3.7 2,900 2,181

税交付金等合計 1,078,100 △ 88,900 △ 7.6 △ 19,288 △ 1.8 1,167,000 1,097,388

3,290,000 △ 163,000 △ 4.7 △ 98,976 △ 2.9 3,453,000 3,388,976

430,000 20,000 4.9 △ 6,794 △ 1.6 410,000 436,794

地方交付税合計 3,720,000 △ 143,000 △ 3.7 △ 105,770 △ 2.8 3,863,000 3,825,770

20,700 △ 70,500 △ 77.3 △ 51,251 △ 71.2 91,200 71,951

9,798,988 △ 199,057 △ 2.0 △ 194,627 △ 1.9 9,998,045 9,993,615

150,000 0 0.0 △ 371,585 △ 71.2 150,000 521,585

9,948,988 △ 199,057 △ 2.0 △ 566,212 △ 5.4 10,148,045 10,515,200主要一般財源　合計

交

付

税

普通交付税

特別交付税

臨時財政対策債

小計（地方財政計画見合い）

繰越金

交通安全対策特別交付金

税

交

付

金

等

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

消

費

従来分（1.0%相当分）

引上分（1.2%相当分）

地方消費税交付金

環境性能割交付金

特

例

個人住民税減収分

自動車税等減収分

地方税減収補填分

地方特例交付金

市たばこ税

都市計画税

入湯税

滞納繰越分（全税目）

譲

与

税

地方揮発油譲与税

自動車重量譲与税

森林環境譲与税

市

税

現

年

度

課

税

分

個人市民税

法

人

均等割

法人税割

固

定

純

固

定

国有資産等交付金

軽自動車税

令和６年度一般会計当初予算　主要一般財源集計

令和６年度

当初予算額

令和５年度前年度比較

当初予算比較 決算見込比較 当初

予算額
決算見込
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整
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68
2
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1
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4

5.
3
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8
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竜
東

振
興

土
地

改
良

基
盤

整
備

 ＋
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0,
00
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皆

増
）、

緊
急
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渫

推
進

事
業

 ＋
40
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00

（皆
増

）、
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改
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業
 ＋
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増
）、

森
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整
備

 ＋
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、
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林
環

境
譲

与
税

基
金

積
立

金
 △

5,
76

5（
皆

減
）、

農
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落
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事
業

会
計

繰
出

金
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3,
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25
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、
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有
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業
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助
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15

,0
00

（3
0,

00
0）

、
特

定
地

域
工

場
設

置
補

助
 △

52
,0

62
（1

9,
05

0）
、

こ
ま

く
さ

の
湯

改
修

外
 △
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7.
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築
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梁
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ｽ
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ｸ
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ﾄﾞ
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81

）、
給

食
財

団
補

助
 ＋
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介
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(注２)元利償還金は、繰上償還を含む元金及び利子の償還額になっている。

項目 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

普通債残高 11,141 11,061 10,890 10,324 9,849 9,753 10,036

対前年度増減額 ▲ 569 ▲ 80 ▲ 171 ▲ 566 ▲ 475 ▲ 96 283

三セク債残高 2,166 2,062 1,970 1,894 1,818 1,742 1,665

対前年度増減額 ▲ 30 ▲ 104 ▲ 92 ▲ 76 ▲ 76 ▲ 76 ▲ 77

臨財債残高 7,038 7,003 6,963 7,044 6,650 6,137 5,608

対前年度増減額 112 ▲ 35 ▲ 40 81 ▲ 394 ▲ 513 ▲ 529

合計 20,345 20,126 19,823 19,262 18,317 17,632 17,309

対前年度増減額 ▲ 487 ▲ 219 ▲ 303 ▲ 561 ▲ 945 ▲ 685 ▲ 323

元利償還金 1,941 1,810 1,797 1,769 1,797 1,708 1,636

対前年度増減額 49 ▲ 131 ▲ 13 ▲ 28 28 ▲ 89 ▲ 72

一般会計市債残高・元利償還金の推移

(注１)令和4年度までは決算、令和5年度は補正予算反映後見込み、令和6年度は当初予算額。国補

正（繰越分）は5年度に反映させている。

（単位：百万円）
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A B C D=A+B-C E=D-A

1 財政調整基金 1,751,644 339 339 339 0 1,751,983 339

2 減債基金 208,697 50 5,510 50 0 214,207 5,510

3 ふるさとづくり基金 1,854,759 395 300,395 395 710,810 1,444,344 △ 410,415

4 高度情報化基金 56,974 13 13 13 0 56,987 13

5 教育基金 132,146 30 300 0 0 132,446 300

6 義務教育施設整備基金 22,578 6 6 6 0 22,584 6

7 文化振興基金 18,773 5 5 5 0 18,778 5

8 相川文庫充実基金 15,055 4 0 0 0 15,055 0

9 中城文庫充実基金 11,100 3 0 0 0 11,100 0

10 福祉のまちづくり基金 266,530 67 0 0 0 266,530 0

11 老人福祉基金 31,181 8 0 0 0 31,181 0

12 農林業後継者育成基金 9,435 3 0 0 0 9,435 0

13 ふるさと水と土基金 8,000 2 0 0 0 8,000 0

14 森林環境譲与税基金 9,243 3 0 0 9,243 0 △ 9,243

15 温泉開発基金 156,955 29 5,829 29 0 162,784 5,829

16 観光施設整備基金 0 0 200 0 0 200 200

4,553,070 957 312,597 837 720,053 4,145,614 △ 407,456

17 介護給付費準備基金 161,029 50 50 50 29,272 131,807 △ 29,222

18 国民健康保険事業基金 365,912 82 82 82 19,813 346,181 △ 19,731

19 土地開発基金（現金分） 106,515 23 5,023 23 0 111,538 5,023

20 中沢財産区財政調整基金 9,446 1 1 102 9,345 △ 101

642,902 155 5,156 156 49,187 598,871 △ 44,031

5,195,972 1,112 317,753 993 769,240 4,744,485 △ 451,487

【財政調整用３基金（再掲）】

1 財政調整基金 1,751,644 339 339 339 0 1,751,983 339

2 減債基金 208,697 50 5,510 50 0 214,207 5,510

3 ふるさとづくり基金 1,854,759 395 300,395 395 710,810 1,444,344 △ 410,415

3,815,100 784 306,244 784 710,810 3,410,534 △ 404,566

一般会計分合計

特別会計分合計

合計

財政調整用３基金合計

令和６年度　基金の状況

（単位：千円）

基金名

令和５年度
残高見込
(R6.5.31)

令和６年度当初予算 令和６年度
残高見込
(R7.5.31)

年度末
比較利子

収入

積立
取崩

うち利子
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１　都市計画税

国・県 市債 その他
都市計画税
充当額

その他

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ａ-(B～E)

当年度事業費 183,437 47,000 36,400 26,069 27,600 46,368

都市計画総務事務 107,782 38,500 17,500 0 17,000 34,782

公園管理事業 75,655 8,500 18,900 26,069 10,600 11,586

151,500 66,200 85,300

334,937 47,000 36,400 26,069 93,800 131,668

２　入湯税

国・県 市債 その他
入湯税
充当額

その他

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ａ-(B～E)

20,200 20,200 0

8,500 5,000 3,500

5,800 5,800 0

34,500 0 0 0 31,000 3,500

こまくさの湯設備改修

温泉開発基金積立金

合計

（注）予算書の歳出事項別明細書「本年度の財源内訳」において、目的税は「特定財源」の「その他」欄に表示

駒ヶ根高原温泉開発㈱補助金

過年度の都市計画事業に係る
当年度の市債元利償還金

合計

入湯税　歳入予算額 31,000千円
（単位　千円）

使途
事業費

財源内訳

特定財源 一般財源

令和６年度　一般会計当初予算　目的税の使途

都市計画税　歳入予算額 93,800千円
（単位　千円）

使途
事業費

財源内訳

特定財源 一般財源
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（単位　千円）

地方消費税
引き上げ分

その他
一般財源

A B C B－C

社会福祉費 2,558,635 1,422,358 233,817 1,188,541

障がい者福祉 1,035,198 279,066 45,875 233,191

高齢者福祉 77,945 54,505 8,960 45,545

福祉医療 235,134 75,667 12,439 63,228

国保、介護、後期高齢者医療 1,210,358 1,013,120 166,543 846,577

児童福祉費 1,354,246 586,906 96,480 490,426

子育て支援、子ども交流センター 120,154 53,211 8,747 44,464

公立・私立保育所運営 628,728 377,481 62,053 315,428

児童発達支援 35,798 15,266 2,510 12,756

児童手当、児童扶養手当 559,440 136,337 22,412 113,925

母子父子福祉 10,126 4,611 758 3,853

生活保護費 209,506 53,777 8,840 44,937

生活保護、授産、生活困窮者支援 209,506 53,777 8,840 44,937

保健衛生費 802,486 646,426 106,263 540,163

予防接種 112,010 111,649 18,354 93,295

母子保健 60,015 29,640 4,872 24,768

健康診査、健康づくり 54,336 33,012 5,427 27,585

地域医療確保（病院運営負担） 576,125 472,125 77,610 394,515

4,924,873 2,709,467 445,400 2,264,067

社会保障施策に要する経費

歳出
予算額

Aの財源
のうち、
一般財源

合計

令和６年度　一般会計当初予算　引き上げ分に係る地方消費税の使途

地方消費税交付金予算額 845,000千円

うち、引き上げ分
（社会保障等財源化分）

445,400千円
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（単位　千円）

森林環境譲与税

充当額 その他

A B C D=A-B-C

2,000 2,000 0

2,330 2,330 0

16,400 15,400 1,000

1,915 1,912 3

900 543 357 0

400 192 208

5,500 4,700 800 0

5,500 4,000 1,500 0

34,945 9,243 24,491 1,211

森林整備

令和６年度　一般会計当初予算　森林環境譲与税の使途

森林環境譲与税　歳入予算額 24,491千円

使途
事業費

財源内訳

森林環境譲与税

基金繰入金

一般財源

林道補修工事

合計

森林整備意向調査・経営計画策定

森林台帳システム保守

松くい虫対策事業委託（ドローン調査）

林道維持管理委託

上伊那森林組合ペレット製造施設負担

市有林整備
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【一般会計】

令和６年度 令和５年度 削減額
A B A-B

1 企画振興課 デジタル化推進事業

地域活性化企業人制度に
よる企業人材の派遣に替
わり、個別のDX支援業務
へ見直しました。

8,600 15,000 ▲ 6,400

2 危機管理課 防災広場整備事業

旧福祉センター跡地の防
災広場への整備に伴い、
土地借地料を見直しまし
た。

450 605 ▲ 155

3 福祉課 家庭介護者慰労事業
対象者及び支給金額を段
階的に見直しました。（Ｒ５
で見直し終了）

7,330 7,750 ▲ 420

4 地域保健課 健康診査事業
乳がんエコー健診対象者
を見直しました。

26,987 28,834 ▲ 1,847

5 地域保健課 健康増進事業
保健補導員の廃止に伴
い、関係する交付金の内
容を見直しました。

480 1,500 ▲ 1,020

6 生活環境課 生活環境事務
一般河川等水質検査業務
の委託内容を見直しまし
た。

351 640 ▲ 289

7 農林課 市場会計繰出

公設地方卸売市場の廃止
(R5)に伴い、市場会計へ
の繰出金が無くなりまし
た。

0 6,597 ▲ 6,597

8 建設課
道路橋梁総務管理事
業

道路照明のLED化を計画
的に進めてきたことにより、
電気料金を削減しました。

3,550 4,550 ▲ 1,000

9 赤穂公民館
赤穂公民館管理運営
事業

庁用電気料金の新電力へ
の切り替えに伴い、地域交
流センターを新しく追加
し、削減しました。

6,200 6,778 ▲ 578

53,948 72,254 ▲ 18,306合計

令和６年度　事業見直し一覧

（単位：千円）

№ 課名 事業名 見直し内容
予算額
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１　国の令和６年度一般会計予算案・当初対比

２　政府経済見通し

国の令和６年度予算及び経済見通し

【令和５年度の経済動向】

30年ぶりとなる高水準の賃上げや企業の高い投資意欲など、経済には前向きな動きが見られ、デ

フレから脱却し、経済の新たなステージに移行する千載一遇のチャンスを迎えている。他方、賃金上

昇は輸入価格の上昇を起点とする物価上昇に追い付いていない。個人消費や設備投資は、依然と

して力強さを欠いている。これを放置すれば、再びデフレに戻るリスクがある。実質国内総生産（実質

ＧＤＰ) 成長率は１．６％程度、名目国内総生産（名目ＧＤＰ) 成長率は５．５％程度、消費者物価（総

合）は、エネルギーや食料価格の上昇に伴い、３．０％程度の上昇率になると見込まれる。

【令和６年度の経済見通し】

所得環境の改善や企業の設備投資意欲の後押し等が相まって、民間需要主導の経済成長が実

現することが期待される。実質ＧＤＰ成長率は１．３％程度、名目ＧＤＰ成長率は３．０％程度、消費者

物価（総合）は２．５％程度の上昇率になると見込まれる。ただし、海外景気の下振れリスクや物価動

向に関する不確実性、金融資本市場の変動等の影響には十分注意する必要がある。

（単位　兆円、％）

兆円 ％ 兆円 ％

税収 69.6 69.4 0.2 0.2 国債費 27.0 25.3 1.7 7.0

公債金 35.4 35.6 ▲ 0.2 ▲ 0.5 基礎的財政収支経費 85.6 89.1 ▲ 3.5 ▲ 3.9

建設公債 6.6 6.6 0.0 0.3 うち社会保障関係費 37.7 36.9 0.8 2.3

赤字公債 28.9 29.1 ▲ 0.2 ▲ 0.7 うち地方交付税交付金 17.8 16.4 1.4 8.5

その他 7.5 9.3 ▲ 1.8 ▲ 19.4

112.6 114.4 ▲ 1.8 ▲ 1.6 112.6 114.4 ▲ 1.8 ▲ 1.6

R５ R５【歳入】 R６

歳入合計 歳出合計

比較
【歳出】 R６

比較

(ポイント)

○重要課題への対応
①
②
③
④
⑤

○メリハリの効いた予算
①
②

外交安全保障　　邦人保護・危機管理の基盤を大幅強化
ＧＸ　　官民のＧＸ投資支援、2050カーボンニュートラルに向けた取組

歳出改革の取組継続　　社会保障関係費＋３，７００億円程度
新規国債発行額減額　　Ｒ５：３５．６兆円　⇒　Ｒ６：３５．４兆円

経済　　「物価に負けない賃上げ」の実現、公的価格のあり方見直し

　『歴史的な転換点の中、時代の変化に応じた先送りできない課題に挑戦し、
　 変化の流れを掴み取る予算』

こども政策　　「こども未来戦略」に基づく「加速化プラン」実施
デジタル　　デジタル行財政改革の先行モデル的取組

名目 実質 名目 実質 名目 実質
国内総生産 ５６７兆円 ５９６兆円 ６１５兆円 2.3 1.5 5.5 1.6 3.0 1.3

民間消費 ３１６兆円 ３２６兆円 ３３６兆円 5.9 2.7 2.9 0.1 3.5 1.2
民間住宅 ２２兆円 ２２兆円 ２２兆円 1.5 ▲ 3.4 0.4 0.6 1.3 ▲ 0.3

企業設備投資 ９７兆円 １００兆円 １０５兆円 7.8 3.4 3.3 0.0 4.7 3.3
労働力人口 6,906万人 6,928万人 6,933万人
就業者数 6,728万人 6,749万人 6,759万人
雇用者数 6,048万人 6,089万人 6,101万人
完全失業率 ２．６％ ２．６％ ２．５％

生産 鉱工業生産指数増減率 ▲０．３％ ▲０．８％ ２．３％ 　
企業物価指数変化率 ９．５％ ２．０％ １．６％
消費者物価指数変化率 ３．２％ ３．０％ ２．５％
ＧＤＰﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ変化率 ０．８％ ３．８％ １．７％

ＧＤＰ

雇用
0.3

Ｒ５
見込み

Ｒ６
見通し

0.1 0.3 0.1
0.3 0.2

物価

0.6 0.7 0.2

Ｒ６
対前年度比増減率（％）

Ｒ４ Ｒ５主要経済指標
R４

実績

「令和６年度の経済見通しと経済財
政運営の基本的態度」（R5.12.21閣
議了解）から抜粋
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１　地方財政の収支（通常収支分）

２　令和６年度地方財政対策のポイント

令和６年度　地方財政対策

（１）総額の確保
① 地方財政規模は増加 ＋１兆6,100億円、＋1.7％
② 定額減税による個人住民税の減収は、地方特例交付金により全額国費により補填
③ 一般財源総額は微増 ＋5,545億円、＋0.9％ ※普通交付税の交付団体ベース
④ 財源不足の補填 折半対象財源不足は令和5年度に引き続き生じない

1兆8,132億円 財源対策債の発行、地方交付税の増額、臨財債（既往発行分）

⑤ 臨時財政対策債を大幅に抑制し地方財政の健全化 △5,402億円、△54.3％

（２）ポイント

① こども・子育て政策の強化 「加速化プラン」の地方負担（0.2兆円）の確保

こども・子育て支援事業債（仮称）を創設、交付税の費目として「こども子育て費」を創設

② 給与改定等に要する財源の確保 給与改定分（0.3兆円）

③ 物価高への対応 自治体の光熱費等の増加を踏まえ、700億円計上（前年度同額）
など

（単位　兆円、％）

兆円 ％ 兆円 ％

地方税 42.73 42.87 ▲ 0.14 ▲ 0.3 給与関係経費 20.23 19.91 0.32 1.6

譲与税・交付金 3.86 2.82 1.04 37.0 うち退職手当以外 19.15 18.77 0.38 2.0

地方交付税 18.67 18.36 0.31 1.7 一般行政経費 43.69 42.08 1.61 3.8

地方債 6.31 6.82 ▲ 0.51 ▲ 7.5 うち補助分 25.14 23.97 1.17 4.9

うち臨財債 0.45 0.99 ▲ 0.54 ▲ 54.3 うちデジ田構想事業費 1.25 1.25 0.00 0.0

その他 22.07 21.17 0.90 4.2 うち地域社会再生費 0.42 0.42 0.00 0.0

公債費 10.90 11.26 ▲ 0.36 ▲ 3.2

（うち、実質的な交付税） 投資的経費 11.99 11.97 0.02 0.2

19.12 19.36 ▲ 0.23 ▲ 1.2 その他 6.83 6.82 0.01 0.1

交付団体ベースの

65.70 65.05 0.65 1.0

93.64 92.04 1.60 1.7 93.64 92.04 1.60 1.7

【歳入】 R6 R5
比較

歳入合計

【歳出】

歳出合計

一般財源総額

交付税＋臨財債

R6 R5
比較
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令和６年度 予算のあらまし 
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